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要 旨 

 

近年，全国の多くの河川で上流からの土砂供給の減少等により河床低下が進行している．床止

め下流で河床低下が進行すると，建設時に想定していた水叩き・護床工区間での流水の減勢が起

きなくなり，護床工上の流速増大による護床工の劣化・損傷や護床工下流の河床低下が進行する．

そのような状態で洪水が流下すると，護床工下流で段落ち流れが発生して局所洗掘が生じ，護床

工が一気に流出するなどの急激な破壊が危惧される．床止めなどの河川横断構造物の破壊により

堤防の損傷が決壊まで拡大すると，堤内地に大きな被害を及ぼす懸念がある．そのため，床止め

の破壊限界の評価および適切な維持管理は非常に重要である．しかしながら，現状，床止めの維

持管理は状態把握のみのものとなり，床止めが被災して初めて対策されるなど事後の対策となる

ことが少なくない．予防保全的に維持管理していくためには床止めの破壊限界の評価手法の開発

が求められている．本研究は床止めの破壊現象のうち最も破局的であると考えられる，床止め下

流の河床低下が進行し，上下流水位差が大きくなる状況下で発生する下流側からの護床工の急な

破壊（護床ブロックの流出）に着目する．本研究は，そのような破壊現象の破壊限界を評価でき

る鉛直二次元の流体・土砂・剛体連成解析モデルの構築を目的とし，さらに，構築したモデルを

用いた護床工の破壊限界の評価手法を提案した． 

床止めの護床ブロックの流出現象は，流体，土砂，さらに護床ブロックが動的に相互作用する

複雑な移動境界問題を有する現象である．数値解析モデルは，格子を必要とせず，移動境界問題

の取り扱いにより適した Lagrange 的な手法である粒子法に着目して構築した．流体の数値解析

モデルは粒子法の一つである E-MPS（Explict Moving Particle Simulation）法を用いた．剛体であ

る護床ブロックは PMS（Passively Moving Solid）モデルを用いることとし，護床ブロックの流出

現象を考えるために護床ブロックの底面摩擦力を考慮できるモデルに拡張した．固体である土砂

は Lagrange 的な手法である DEM（Distinct Element Method）を用いた．本モデルは，流体と固

体の相互作用について，次の方法で構築した．河床を構成する固体粒子は河床から離脱するまで

壁粒子として取り扱うこととした．ただし，E-MPS 法の壁粒子と固体粒子の壁粒子の接続部にお

いて圧力が不連続となる問題が生じるため，粒子数密度の算定式を補正した．また，河床を構成

する固体粒子を壁粒子としてみなすため，E-MPS 法による流体の計算において河床内の流れ場を

評価しないものとなる．これにより，河床表面付近の固体粒子に対する流体の平均流速が過大に

評価されてしまう問題が生じる．そのため，固体粒子に対する流体の平均流速の算定式を補正し

た． 

段落ち部の流況特性である波状跳水および潜り噴流を対象とした E-MPS 法を用いた数値流体

解析の適用性はこれまでに確認されていない．また，構築した流体・土砂・剛体連成解析モデル

の護床ブロックの流出現象，床止め下流の洗掘現象，護床工下流の洗掘に伴う護床ブロックの流

出現象への適用性を検証する必要がある．本モデルの，それぞれの現象に対する適用性を確認す

るため，対応する固定床および移動床の水理模型実験を行った．また，水理模型実験では護床ブ

ロックの流出メカニズムの把握を行った． 

それぞれの現象について，本モデルを用いた鉛直二次元の数値解析を行い，対応する実験結果

と比較することで再現性を検証した．その結果，E-MPS 法により，波状跳水および潜り噴流の流



 

況を再現することができた．また，本モデルにより，実験結果と同様，護床ブロックが護床工下

流の洗掘孔の発達に伴い次々と流出していく現象を再現することができた． 

最後に，床止め下流の河床低下に起因する床止めの破壊現象について，本モデルを用いた破壊

限界の評価手法を提案した．単位幅流量𝑞と護床工下流の河床低下量∆𝐻を指標とし，本モデルを

用いた数値解析を実施することで破壊限界を評価する方法である．本研究では床止めの破壊限界

評価手法として，固定床条件の流体・剛体連成解析モデルを用いて評価する方法と，移動床条件

の流体・土砂・剛体連成解析モデルを用いて評価する方法の 2 つを提案した．固定床条件の流体・

剛体連成モデルを用いた評価手法では，実験等により洗堀形状を設定し，単位幅流量𝑞と河床低下

量∆𝐻を組み合わせた解析ケースを実施することにより，護床工の破壊限界について一定の評価が

可能であることを示した．移動床条件の流体・土砂・剛体連成モデルを用いた評価手法では，単

位幅流量𝑞と河床低下量∆𝐻を組み合わせた解析ケースを実施することにより，護床工の破壊限界

について評価が可能であることを示した． 
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第1章  序論 

1.1 研究の背景 

床止めは，河床の洗掘を防いで河道の勾配等を安定させ，河川の縦断または横断形状を維持す

るために，河川を横断して設ける施設である．構造的には，落差がある床止めを「落差工」，落差

がない，または，あっても極めて小さい床止めを「帯工」と呼んでいる．目的別に分類すれば，砂

防を目的とするものと河床の安定を目的とするものに大別される．河床の安定を目的するものに

ついて，①河床勾配を緩和するもの（一般に落差工），②乱流を防止し，流向を定めるためのもの

（落差工となる場合が多い），③河床の洗掘または低下を防止するためのもの（一般に帯工となる）

に分けられる 1)．このような河川の維持を目的とし，従来から多くの床止めが造られてきた．一

方で，床止めは設置箇所の自然条件や河道特性によっては維持管理に多大な労力や困難を伴うこ

との多い構造物である．また，床止めの設計は，供用後に床止め下流に新たに発生する落差に対

応することを想定していない 2)．近年，全国の多くの河川で上流からの土砂供給の減少等により

河床低下が進行している．そのため，図 1.1 のように，床止め下流で河床低下が進行すると，建

設時に想定していた水叩き・護床工区間での流水の減勢が起きなくなり，護床工上の流速増大に

よる護床工の劣化・損傷や護床工下流の河床低下が進行する．そのような状態で洪水が流下する

と，護床工下流で段落ち流れが発生して局所洗掘が生じ，護床工が一気に流出するなどの急激な

破壊が危惧される．例えば，北野ら 3)の報告において，A 川落差工は流量 1,600m3/s の洪水（3 年

確率規模程度）では被災しなかったが，その 6 年後に発生した流量 1,000m3/s の洪水（平均年最

大流量程度，2 年確率規模程度）により，護床工が縦断方向に全範囲が被災した事例が挙げられて

いる（図 1.2）．その被災理由として，流量 1,600m3/s の洪水後に落差工下流の河床高が 3m 低下

したことに起因し，流量 1,000m3/s の洪水では，洪水時に床止め下流に洗掘孔が発生し，その洗

掘孔に下流端護床ブロックが落ち込むことがきっかけで次々と破壊が上流側へ伝播したことが挙

げられている．また，同報告より，落差工と同様に上下流で水位差が生じる構造物である堰の被

災事例が挙げられている．C 川堰は下流側の固定堰が撤去されたために下流側の水位が低下し，

堰の上下流水位差が増加したことを起因として水叩き本体が部分的に破断し堰の右岸側が全破壊

した事例が挙げられている（図 1.3）．その被災理由として，堰下流側の水位低下に起因して上下

流水位差が増加したために浸透経路長が減少してルーフィングが発生し，水みちが拡大したこと

が水叩きの折れにつながったことが挙げられている．このような床止めや堰などの河川横断構造

物の破壊により堤防の損傷が決壊まで拡大すると，堤内地に大きな被害を及ぼす懸念がある．そ

のため，床止めの破壊限界の評価および適切な維持管理をしていくことは非常に重要である．し

かしながら，現状，床止めの維持管理は状態把握のみのものとなり，床止めが被災して初めて対

策されるなど事後の対策となることが少なくない．予防保全的に維持管理していくためには床止

めの破壊限界の評価手法の開発が求められている．床止めの破壊限界の評価は個別の構造物ごと

に水理模型実験を行うことで評価可能であると考えられるが，その都度，水理模型実験を行うこ

とは時間と労力を要する．そのため，床止めの破壊現象を予測・評価できる数値解析モデルの構

築が望まれている． 
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図 1.1 床止め（落差工）下流の河床低下に起因する床止めの破壊メカニズムの一例 
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（a）被災前 

 
（b）被災後 

図 1.2 A 川落差工の被災事例 

 

 
（a）被災前 

 
（b）被災後 

図 1.3 C 川堰の被災事例  
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1.2 既往の研究 

1.2.1 床止め・堰の破壊現象把握に関する研究 

中川ら 4)は，昭和 57 年の主として台風 10 号による豪雨時の近畿 2 府 5 県の河川構造物災害の

資料より堰の災害に関わる基本現象として（ⅰ）護床工または水叩き下流の局所洗掘，河床低下，

（ⅱ）護床ブロックの隙間からの砂の吸出し，（ⅲ）パイピング，（ⅳ）落石や転石の直接衝撃の 4

つを抽出している．（ⅰ）は主として堰による流下土砂の扞止によるが，水叩き部で加速された流

れや直接の落水，被災して変形した護床工などによって攪乱された流れがこれを助長する．（ⅱ）

は水叩き部より走り込んだ流れによる圧力低下からブロックの隙間より砂が pick-up される現象

である．護床工下部，移動床との境界にはかなり早い浸透流ができ，護床工下流端が河床低下や

洗掘によって解放されると，この流れによってどんどん砂が運ばれ，空洞化が上流に伝播しなが

ら拡大・発達していく．（ⅱ）は（ⅲ）に近い側面を有している．（ⅲ）のパイピングや（ⅱ）の現

象は，水みちの形成と浸透流場の発達とともに，それによる土砂の輸送とそれに伴う水みちある

いは空洞化の拡大が特徴である．中川らは堰の災害の中で頻度が高く，また，本体工の被災の引

き金ともなる護床工周辺の現象を取り上げ，特に空洞化現象の取り扱いを試みたが，僅かな水理

条件や境界条件が現象に与える影響が大きく，十分な現象把握には至っていない． 

内田ら 5)は，連結されていない護床ブロック群を対象とした破壊実験を行っており，水位低下

に伴う護床ブロック群の破壊機構を下流部の流れ場と比較検討し，護床工の弱点箇所である護床

工下流端に位置するブロックの移動限界時に作用する流体力を測定し，ブロックの移動限界を検

討している．そこでは，下流端水位が低下すると，下流端ブロック周辺で水面勾配が大きくなる

ため，下流端ブロックは他のブロックより大きな流体力を受けて流出し，それをきっかけに，そ

の上流に位置するブロック前後の水位差が大きくなり流体力が大きくなるため，破壊は下流から

上流へ進行することが報告されている． 

山本ら 6)は河川横断構造物下流の河床低下に起因する破壊現象の把握として，屈とう性構造の

被覆ブロック形式床止めを対象に移動床水理模型実験を実施し，床止めの破壊発生状況等と水理

条件の関係を単位幅流量と下流水位のマトリックスとして整理している．床止めの破壊状況とし

て，例えばその実験条件下における単位幅流量 1,750cm2/s のケースでは，下流水位の低下により

床止め下流の洗堀孔の拡大・河床低下が進行し，護床工下流端のふとんかごの流出をきっかけに

上流側のふとんかごの流出が次々に伝播し，破壊が急激に進行していく現象が報告されている． 

常住ら 7)は農業取水堰を対象に，水叩きおよび護床工を配置した移動床水理模型実験を行い，

下流河床低下の堰への波及メカニズムの把握検討を行っている．そこで確認された下流河床低下

の堰への波及パターンとして，護床工直下に発生した局所洗掘域が上流側に動く局所洗掘進行型

と護床工直下の局所洗掘域が動かず，局所洗掘域を起点に護床工の傾斜化が上流側に進行する傾

斜進行型が挙げられている．特定の堰に関しては，洪水規模が両者を分かつ要因であるとしてい

る．局所洗掘進行型は，護床工直下の局所洗掘域は，護床工を破壊し，ブロックを下流遠方に流

出させながら急速に上流に進行し，水叩き直下に達して大規模化する．傾斜進行型では，護床工

直下に発生した局所洗掘域の上流進行は，洗掘域に滞留するブロックにより抑制される． 
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1.2.2 床止め・堰下流の局所洗掘・流況特性に関する研究 

中川ら 4)が堰の災害に関わる基本現象として挙げる「護床工または水叩き下流の局所洗掘，河

床低下」や，山本らの報告よる床止めや堰の破壊現象を把握するためには，護床工や水叩き下流

の局所洗堀現象の把握が必要となる．古くから Scoklitsch8)により提案された洗掘深の評価式など

があるが，水理構造物下流の様々な流れを取り扱うことのできる普遍的な式はなかった．洗掘現

象について実験に基づいた文献レビューは多くの研修者により行われてきた 9)-11)．Hoffmans et 

al.12)はダム，減勢池，分水工，アンダーフローゲート，排水渠などの水理構造物下流の洗掘現象

を対象に plunging jet と水平流れについての洗堀深の定式化を行っている．「Pluging jet」は自由

表面の上の出口から放出のために自由表面に衝突するか，または開口部を通ってオーバーフロー

する噴流を指す．水平流れは十分に広いゲートの下の流れを指す．Plunging jet についての洗堀深

の定式化は洗堀過程の平衡状態を対象にニュートンの第 2 方程式を用いて導出されたものであり，

平衡状態の洗掘深を単位幅流量，下流側水深，噴流の平均速度および噴流の進入角度，堆積土砂

の粒径などと関係付けている．水平流れについての洗掘深の定式化もニュートンの第 2 方程式を

用いて導出されたものであり，洗掘深を水平流れの流速，洗掘孔下流の流速，堆積土砂の粒径な

どと関係付けている． 

鈴木ら 13)は床止め下流部の局所洗堀を対象に，その大きな特徴である潜り噴流による洗堀過程

と波状跳水時の埋め戻し過程における流況特性について移動床水理模型実験を行うことにより把

握している．実験は落差のない床止めを対象としており，初期状態として床止め下流に床止め天

端と同じ高さに移動床を設置して行われたものである．実験の観察からの床止め下流の洗堀過程

として次のとおり報告されている．洗堀初期には洗堀孔が浅く，流れは局所的に著しく曲がって

いない状態で流下方向に比較的広範囲に洗堀が進行する．洗堀が進み，洗堀深が増大すると床止

め下流の流れは潜り噴流となり，主流水脈はあまり拡散されず下向きに河床に沿うように潜り込

むためこの強い掃流力によって深さ方向に卓越した洗堀が生じ，その下流部洗堀孔内に砂堆部が

形成される．この潜り噴流による洗堀が進行して洗堀孔下流部の砂堆が大きくなると流れは急激

に上向きとなり，主流水脈は水面に移行し波状跳水状態となる．この時，河床面近くに形成され

た砂堆が徐々に削り取られて，その上流部の深い洗堀孔を埋め戻す．この埋め戻しが進行し，砂

堆部が平たくなりながら徐々に上流に移動し，その先端が洗堀孔の上流側斜面にほぼ達すると流

れは再び潜り噴流となり激しい洗堀が生じる．以後，このような洗堀と埋め戻しを繰り返しなが

ら洗堀が徐々に進行する．以上のように，床止め下流の局所洗堀は，洗堀が進行しながら段落ち

部が発生することで潜り噴流ならびに波状跳水が発生し，潜り噴流と波状跳水が交互に発生しな

がら洗堀が進行する複雑な現象である．また，鈴木ら 14)は段落ち部における潜り噴流および波状

跳水の流況特性について，固定床の水理模型実験行い，現象論的に潜り噴流と波状跳水の発生条

件，および，それぞれの流況における流速分布と渦流特性の一部を整理している． 

これまでに，常射流混在場の流況特性は梶川ら 15)により Euler 的な手法による数値モデルが構

築されており，良好に再現されている．また，平衡流砂量式や非平衡流砂量式を用いた床止め直

下の流れや局所洗掘を評価可能な数値解析モデルを構築する研究も行われてきている．床止め下

流の局所洗掘現象の再現や河床防護の検討などが行われ，洗掘現象および最大洗掘深は数値解析

を用いてある程度予測することが可能となっている 16)-18)．内田ら 16)は平衡・非平衡流砂モデルを

用いた洗掘現象を対象とした河床変動解析を行い，洗掘孔形状を良好に再現しているが，潜り噴
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流と波状跳水の移行の繰り返しに伴う河床変動過程を十分に説明できる数値解析モデルの確立に

は至っていない．また，梶川ら 17)は，実験における潜り噴流時の激しい流砂の巻き上がり現象を

表現するため，浮遊砂を考慮した平衡流砂モデルによる解析を行っている．しかし，解析では浮

遊砂の発生はほとんど認められず，流砂の巻き上がり現象の再現には至っていない．そのような

課題から，個別要素法（Distinct Element Method，DEM）19)を用いた流砂解析の適用も考えられ

てきている 20)-24)．Euler 的な流体解析手法と DEM を連成させた解析手法は，高濃度平衡流砂場

への適用 22)や Dune 発生過程への適用 23）等でその有効性が示されている．局所洗堀解析への適

用は，Golparvar ら 24)が海洋パイプライン下の洗掘現象に適用し，実験値と良好な一致を見せて

いる．梶川ら 25）は，平衡・非平衡流砂モデルに加え，DEM による局所洗堀解析を試みている．

そこでは，DEM による河床変動モデルと，既往流砂量式とが一致することを示しており，堰下流

部の局所洗堀現象にも適用できる可能性を示している．近年，Fukuda ら 26)により，Euler 的な流

体解析手法と DEM を連成した，種々の形状の石礫と水流からなる流れ場の三次元運動を解析す

ることができる固液混相流解析手法が提案されている．また，福田ら 27）は，屈撓性をもつ河岸保

護工である袋詰め玉石工の水流中の安定性を評価可能なモデルまで拡張しており，床止めの護床

工などの構造物の下流端処理の問題に対して評価可能なモデルが提案されてきたといえる． 

 

 

1.2.3 粒子法に関する研究 

これまでに，越塚 28）や後藤 29）により，粒子法の概要が丁寧にまとめられている．本節では粒

子法の概要と，粒子法に関する既往研究について記述する． 

 

粒子法とは 

本節では粒子法の概要について記述する．連続体の数値解析に広く用いられる格子法として有

限差分法（Finite Difference method，FDM），有限要素法（Finite Element Method，FEM）が挙げ

られる．格子法は計算対象空間を格子によって分割され，計算点は格子点上に配置される．そし

て，連続体の挙動を記述する微分方程式をその格子を用いて離散化する．この離散化過程におけ

る方法の違いが有限差分法と有限要素法の違いである．いずれの方法にしても，微分方程式を離

散的な計算点の相互関係を記述する代数方程式に離散化し，格子点数と同数の多元連立方程式を

解いて，格子点における物理量の時間変化および空間変化を得るものである．なお，格子は有限

差分法で使われる用語であり，有限要素法では要素あるいはメッシュと呼ばれる．粒子法も連続

体の数値解析法の一つである．粒子法では，計算格子を導入せず，空間に配置された粒子を計算

点として用いる．格子法の計算点が格子点に固定されているのに対して，粒子法の計算点は空間

を移動する．粒子法においても，支配方程式である微分方程式を代数方程式に離散化して解くプ

ロセスは格子法と同様に必要である．格子法では，特定の計算点の離散化に必要となる近傍の計

算点は変化しないが，粒子法では，近傍粒子が時々刻々と変化するため，離散化の準備としての

近傍粒子探索が必要となる．格子法では，計算点は格子状に配置されているので，計算領域が極

端に変形すると格子が大きくひずみ，計算の継続が原理的には困難となる．これについては，格

子端部の形状と物理的な界面形状の相違を補完する種々のモデルが提案されているが，それらの
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モデルを導入すると計算プロセスは複雑化する．一方，粒子法では，計算点が空間を移動するた

め，界面の大変形を柔軟に取り扱うことができる． 

連続体の運動の記述法には，Lagrange 法と Euler 法がある．Lagrange 法とは，流体を極めて

多数の粒子の集合体とみなして，個々の粒子の運動を観測する方法をいい，質点の運動を運動方

程式によって解析するのと類似の考え方に基づいている．Lagrange 法では時間だけが独立変数で

あり，粒子の位置・速度・加速度は時間の関数である．流体を構成する粒子について運動方程式

を解いて追跡することにより，流体の運動が追跡できる．流体を観測しようとする場合，Lagrange

法では流体粒子とともに移動しつつ観測を行う必要があるが，これは現実には困難である．それ

よりも，空間に固定された観測点に留まり，通過する流体を観測する方がはるかに容易である．

この考え方が Euler 法である．Euler 法では，固定された観測点において，通過する流体速度・圧

力といった物理量の時間的変化を観測する．Lagrange 法では時間だけが独立変数であったが，

Euler 法では，時間と位置が独立変数であり，速度，加速度は時間と位置の関数である．このよう

な観測法の相違から，Euler 法と Lagrange 法では加速度項の表記が異なる．Lagrange 法では速

度の時間微分として表記されるが，Euler 法では，それに加えて移流項が出現する． 

流体の数値解析の研究では，移流項の離散化をいかに行うかが，多年にわたる中心課題であっ

た．移流項を離散化する過程では，物理現象とは無関係な拡散（数値拡散）や解の振動（数値振

動）が生じてしまう．たとえば，自由表面流れや密度流などの界面を有する流れにおいて界面付

近で数値拡散が生じると，界面が極端に不鮮明化する．数値振動が生じると物理量が大きなノイ

ズを含む値を示し，現実と乖離した解となってしまう．数値拡散と数値振動を抑制していかに解

の精度を高めるかについて，格子法を対象として多くの研究が重ねられてきた．一方，粒子法は

Lagrange 法であるから，移流項の離散化が不要であり，数値拡散・数値振動は原理的には生じな

い．ただし，別の原因で非物理的攪乱が生じるため，その抑制法が種々研究されている． 

格子を流体とともに移動させれば格子法も Lagrange 法となる．しかし，格子の移動量が大きか

ったり，流体の分裂や合体が生じる場合には，格子のひずみが著しくなって計算が困難となる．

粒子法では格子を用いないため，格子がひずむという問題は生じない．このように，格子がひず

むことなく Lagrange 法の計算ができるのは，粒子法の大きな利点である．流体解析では自由表面

を有する流れ，さらに流体と構造物が相互作用する場面で，この利点が生かされると考えられる． 

 

粒子法の既往研究 

流れのシミュレーションの分野では粒子法の歴史は差分法と同じくらい古く，米国 Los Alamos

国立研究所で最初の粒子法として PAF（Particle-and-Force）法が 1965 年に提案されている 30）．

PAF 法は格子を用いず，粒子のみを計算点として用いる方法である．粒子法の原型といえる PAF

法は，二次元計算で概ね良好な成果を挙げたが，界面で顕在化する非物理的攪乱の問題を克服す

ることができず 31），現在では研究が途絶えている．その後，移流項を粒子で，その他の項を格子

で計算する PIC（Particle in Cell）法 32)や，界面形状を捉えるためだけに流体のトレーサーとして

粒子を用いる MAC（Marker and Cell）法 33)が提案され，それぞれ発展した．とくに MAC 法の格

子による計算法の部分にはスタッガード格子や半陰的アルゴリズムのアイデアが使われており，

差分法における流体解析の標準的な方法として現在まで受け継がれている． 
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Lucy が 1977 年に新しい粒子法として SPH（Smoothed Particle Hydrodynamics）法を提案し

34)，宇宙物理学の問題に適用した．宇宙物理学では，真空のような低密度から星の内部のような

高密度まで，著しい圧縮性のある流れを扱う必要がある．そして，計算精度の観点からは，高密

度の領域の空間解像度を高くしなければならない．粒子法では，粒子は移動する計算点であり，

ある一定の質量を保持しながら Lagrange 法の運動を行うのであるから，高密度の領域には粒子

が集中して自動的に空間解像度も高くなる．しがたがって，圧縮性流れにおいて粒子法は計算点

密度の自動調節機能も兼ね備えていることになる．こうした利点のため，宇宙物理学の問題にSPH

法は広く使われている 35),36)． 

河川工学の問題では，非圧縮性流れを対象にしている場合が多く，Koshizuka らは非圧縮流れ

のための粒子法として MPS（Moving Particle Semi-implicit）法を開発した 37),38)．MPS 法は，粘

性項と重力項による粒子の移動を陽的に計算した後に圧力のポアソン方程式を陰的に解く半陰解

法であり，圧力のポアソン方程式が粒子数密度一定の非圧縮性条件と質量保存則から導出されて

いるため，体積保存性にも優れている 28)． 

SPH 法と MPS 法の相違として，流体の運動方程式を解くにはベクトル演算子の計算が必要と

なるが，SPH 法と MPS 法では微分演算子の計算法が異なる．SPH 法では，積分補間子に相当す

る kernel 関数の微分演算として数学的一貫性が優先されるが，MPS 法では，微分演算子ごとに個

別のモデルが導入され，異なる微分演算に完全な数学的一貫性は保証されない．その一方で，MPS

法の微分演算子モデルには，低計算負荷で安定した解を得るための種々の工夫が施されており，

工学的意義は高い．MPS 法の半陰解法型アルゴリズムの優位性は SPH 法の研究者にも認識され

ており，半陰解法型（非圧縮型）SPH 法である ISPH（Incompressible SPH）法 39）も提案されて

いる．ISPH 法は，SPH 法の微分演算子と MPS 法の計算アルゴリズムを組み合わせた方法であ

る．MPS 法の提唱者である越塚博士の研究グループでは，MPS を Moving particle Simulation と

再定義した 40)．現在，特に工学的な問題を取り扱う場合，計算の規模が大きくなってきており，

問題の大規模化や解像度の向上によって計算量が増加し，その実行に時間を要するようになる．

そこで，複数のプロセッサで並列計算を行い，計算時間を低減させることが一般的になっている．

MPS 法における半陰的アルゴリズムでは，圧力はポアソン方程式を解くことで陰的に求めており，

Koshizuka ら 41)は，この半陰的アルゴリズムが粒子数𝑛に対して𝑂 𝑛 . 計算時間を要することを

示している．したがって，半陰的アルゴリズムでは問題が大規模になるほど，粒子数の 1.5 乗で

計算に時間が掛かるようになる．また，陰的計算には CG（Conjugate Gradient）法などが用いら

れ，並列化のプログラミングが煩雑となる．そこで，大地らは圧力を陽的に解く陽的なアルゴリ

ズムである E-MPS（Explicit MPS）法を提案した 40)．陽的なアルゴリズムの計算時間は𝑂 𝑁 であ

り，アルゴリズムが単純であるため並列プログラミンが容易である． 

半陰解法型の粒子法は，非物理的な人工粘性を導入することなく安定した計算が実行できる優

れた手法であるが，圧力場の解に相当に激しい攪乱を伴うことが弱点である．大地ら 42)は陽解法

の粒子法である E-MPS 法について，その圧力攪乱を静水圧計算において同程度であることを確

認している．この攪乱は高周波のノイズであるので，インターバル平均すれば消失する．個々の

瞬間には激しいスパイクノイズを伴うが，計算時間間隔が微小なため粒子の座標の変化は僅かで

あり，流体の挙動全体に与える影響は限定的である．しかし，流体から作用をうける物体の挙動
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を評価する際には，短時間のピーク値が問題となる．粒子法を流体力の定量評価のために用いて

いくためには，圧力攪乱の低減は不可避かつ最重要の研究課題である． 

これまでに，圧力攪乱低減のために行われてきた基礎研究の成果は高精度粒子法 29)と呼ばれる．

標準 MPS 法では，計算の安定性を優先して，圧力勾配力の反対称性を満たさない勾配モデルが用

いられるため，運動量保存性が保証されない．このような離散化の際の運動量および角運動量の

保存性を保証するモデルとして CMPS（Corrected MPS）法 43)や CISPH（Corrected Incompressible 

SPH）法 44)が提案された．半陰解法型の粒子法では，ポアソン方程式が重要な役割を担うので，

ポアソン方程式の数値解法上の問題点を再考すれば高精度化に有効であると考えられる．ポアソ

ン方程式の生成項を高精度化したのが HS（Higher order Source term）であり 45)，ポアソン方程

式及びナビエ・ストークス式の粘性項に現れるラプラシアンを高精度化したのが HL（Higher order 

Laplacian）46),47)である．半陰解法のアルゴリズムはプロジェクション法に基づいているが，体積

保存性を満たすにはソレノイド場への収束性が不可欠である．これに関して，ポアソン方程式の

生成項に補正項を付与したのが ECS（Error Compensating Source term）である 48)．引張不安定

は，粒子法に共通した弱点として広く知られている．MPS 法，CMPS 法では，安定性確保のため

に斥力型の勾配モデルが導入されているので，粒子間の引張の作用を記述できず，負圧も計算も

できない．負圧の計算のために高精度勾配モデル（Gradient Correction，GC）48)，さらに，その

数値的安定化の方法が開発されてきている 49)-57)．また，粒子法の境界条件の標準的な設定方法は，

詳細にみると，それ自身が圧力攪乱の原因の一つとなっている．粒子法では，自由表面境界の設

定方法に起因した問題として，鈍い物体の背後の剥離域（負圧域）で計算粒子が存在しない空白

域が形成される欠陥が知られている．このような境界条件の問題点の解決のため SPP（Space 

Potential Particles）が開発されている 58)． 

粒子法を用いた自由表面流れへの適用性や工学的な問題への適用は多くの研究者により行われ

てきている．様々な粒子法を用いて，自由表面流れの解析では最も代表的なベンチマーク問題で

ある水柱の崩壊の問題について計算されている 38),39),59)-61)．また，砕波 39),41),62)や，さらに直立壁

に波が衝突した場合の砕波および越波に関しても研究されており 63)- 65)，津波にも応用されている

66)．また，その他の工学的な問題への適用事例を挙げると，水槽内の液面振動（スロッシング）を

対象とした計算も行われてきている 60),61), 67)-69)．水面に固体構造物が落下した場合の衝撃圧や水

塊が構造物上に落下した場合の衝撃圧についても，MPS 法を用いた計算が行われてきている 69)- 

78)． 

粒子法を用いた流体と剛体の相互作用に関する二次元計算事例として，斜面に発生する砕波と

浮体の相互作用 41)，浮遊物によるせき止め 79)，潜り込み 80)，マンホールの浮上と水の噴出 81)，

礫の運動と流れの相互作用 82)がある．また，MPS 法の中で三次元の剛体を扱う方法も提案されて

いる 76)． 

流体と土砂の相互作用に関して，流体を連続体，土砂を離散的な粒子の集合体として記述する

DEM-MPS 法が後藤ら 83),84)により提案されている．粒子法の重み関数を利用した粒子間相互モデ

ルでは近傍粒子との相互作用が計算されるので，密度の異なる 2 種類の粒子を単相流の計算コー

ドを導入すれば，流体と固体の混相流状態を計算できる．この方法では，固体を複数の固体粒子

で構成する場合，その交代構成粒子の剛体補正による運動量の変化が流体粒子にフィードバック

されない．また，固体粒子間の狭い隙間を流体粒子が通過することが難しく，密集状態の固体粒
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子群の内部の流れが再現できない．その後，後藤ら 85)は，解析空間を固体と流体で分離し，2 相

間の運動量輸送を互いの解析空間に投影する方法で，これらの問題を改善している．鶴田ら 86)は，

運動量投影型の DEM-MPS 法を 3 次元に拡張し，沈降粒子群の誘起する流れの解析を行っている．

酒井ら 87)は，DEM による固相モデルを抗力による運動量交換によって MPS 法とカップリングし

ている．DEM-MPS 法による，ビーズミルやボールミル内の粉体流のシミュレーション 88),89)，

DEM-SPH 法による 3 次元固液混相流解析 90)，DEM-MPS 法の流体計算に高精度粒子法を導入し

た計算 91)が行われている．また，高精度 MPS 法と DEM のカップリングモデルを用いた礫浜や砂

利浜斜面の砕波による堆積物輸送を対象とした計算 92),93)や，浮遊砂流送を解くために移流拡散方

程式を用いて拡張された ISPH 法を用いた計算 94)なども行われてきている．その他の工学的問題

への計算例として，土砂の海洋投棄 95)，土砂崩壊が引き起こす津波 96),97)，波と底泥との相互作用

98)，水流による洗堀 99)，越流水による堤防の侵食 100)などがある． 

 

 

1.3 本研究の目的と構成 

床止めや堰の破壊現象は中川ら 4)が挙げる「護床工または水叩き下流の局所洗掘，河床低下」，

「護床ブロックの隙間からの砂の吸出し」，「パイピング」，「落石や転石の直接衝撃」がある．こ

のような破壊現象のうち，山本ら 6)の報告にあるように，床止めや堰の下流側の河床低下が進行

し，上下流水位差が大きくなる状況下で発生する下流側からの護床工の急な破壊（護床ブロック

の流出）は，床止めや堰の破壊現象として最も破局的であると考えられる．Hoffmans ら 12)により

Plunging jet（自由表面の上の出口から放出のために自由表面に衝突するか，または開口部を通っ

てオーバーフローする噴流）や水平流れ（十分に広いゲートの下の流れ）に対する洗掘深式が提

案されている．しかしながら，護床ブロックの流出現象は洗掘孔の発達，および，それに応じた

流況が相互作用することにより発生する現象であるため，護床ブロックの流出は洗掘深だけでは

評価できない．また，そのような破壊限界を評価するために，その都度，模型実験を行うことは

時間と労力を要する．そのため，破壊限界を評価できる数値解析モデルの構築が望まれる． 

床止めや堰の護床ブロックの流出現象は，流体，土砂，さらに護床ブロックが動的に相互作用

する複雑な移動境界問題を有する現象である．近年，Fukuda ら 26),27)などにより河川横断構造物

の下流端処理等の実用問題に適した Euler-Lagrange モデルによる固液混相流解析法が発展され

てきている．一方で，本研究では数値流体解析法として，格子を必要とせず，移動境界問題の取

り扱いにより適した Lagrange 的な手法である粒子法 28),29),38),101)に着目する．粒子法の代表的な

ものとして MPS（Moving Particle Simulation）法 28)がある．Kyayyer らの CMPS 法 43)など，高

精度粒子法が提案されている．しかしながら，床止めの護床工の破壊限界を評価するためには比

較的計算規模が大きくなるため，実用化していくことを踏まえると計算コストが少ない手法を採

用することが望ましい．そのため，本研究では E-MPS（Explicit MPS）法 40)を用いる．E-MPS 法

は圧力を陽的に解く陽的なアルゴリズムであり，半陰解法アルゴリズムである MPS 法と比較し

て計算規模が大きく（粒子数が多く）なった場合でも計算時間を短くできるメリットがある．ま

た，E-MPS 法はアルゴリズムが単純であるため並列化プログラミングが比較的容易である．剛体

である護床ブロックは Koshizuka らの PMS（Passively Moving Solid）モデル 41)を用いる．ただ
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し，本研究で対象とする護床ブロックの流出現象を考えるためには護床ブロックの底面摩擦力を

考慮する必要がある．そのため，本研究では護床ブロックの底面摩擦力を考慮できるモデルに拡

張する．固体である土砂は Lagrange 的な手法である DEM19)を用いる．本研究では，これらの手

法を用いて護床工下流の洗掘に伴う護床ブロックの流出現象を評価できる流体・土砂・剛体連成

解析モデルを構築することを目的とする． 

段落ち部の流況特性である波状跳水および潜り噴流を対象とした E-MPS 法を用いた数値流体

解析の適用性はこれまでに確認されていない．また，本研究で構築する流体・剛体連成解析モデ

ルの護床ブロックの流出現象に対する適用性，流体・土砂連成解析モデルの洗掘現象に対する適

用性，流体・土砂・剛体連成解析モデルの護床工下流の洗掘に伴う護床ブロックの流出現象の適

用性を検証する必要がある．本研究では，それらのモデルについて，それぞれの現象に対する適

用性を確認するため，対応する水理模型実験を行う．なお，床止めの破壊現象として「護床ブロ

ックの隙間からの砂の吸出し」による護床ブロックの沈下なども考えられるが，現在の E-MPS 法

は負圧の取り扱いができないこと，縦横断方向の護床ブロックの配置を再現する必要があるため

三次元モデルに拡張する必要があることから本研究では取り扱わないこととしている． 

また，山本ら 6)により，床止め下流の河床低下に起因する護床工ブロックの急な破壊（護床ブ

ロックの流出）の有無は，床止め下流の河床低下量および上流からの流量が指標になることが報

告されている．本研究では，それらの指標を用いて，構築するモデルを用いた護床工の破壊（護

床ブロックの流出）の限界を評価する手法について提案する．なお，護床工下流の河床低下に起

因する護床工の破壊現象は，河床勾配や河床材料，護床工構造などによる要因も考えられるが，

本研究では，それらについては同一の条件で検討を行う． 

本論文は全 9 章で構成されている．ここ，第 1 章では本研究の背景，床止めの破壊現象や粒子

法などに関する既往研究，本研究の目的と構成を記した．第 2 章では，構築する解析モデルを検

証するため，また，河床低下に起因する護床工下流の洗掘に伴う護床ブロックの流出現象の把握

を行うために水理模型実験を行った．第 3 章では，E-MPS 法の定式化，剛体計算の定式化，DEM

の定式化を行った．第 4 章では，E-MPS 法を用いた流況解析による波状跳水および潜り噴流への

適用性について，対応する水理実験結果と比較することで検証を行った．第 5 章では，流体・剛

体連成解析モデルによる護床ブロックの流出現象への適用性について，対応する水理模型実験と

比較することで検証を行った．第 6 章では，流体・土砂連成解析モデルによる護床工下流の洗掘

現象への適用性について，対応する水理模型実験と比較することで検証を行った．第 7 章では，

流体・土砂・剛体連成解析モデルによる護床工下流の洗掘に伴う護床ブロックの流出現象につい

て，対応する水理模型実験と比較することで検証を行った．第 8 章では，河床低下量および上流

からの流量を指標として用いて，構築するモデルを用いた護床工の破壊（護床ブロックの流出）

の限界を評価する手法について提案した．第 9 章では，本研究において得られた結論を示すとと

もに，今後の課題について記している． 
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第2章  水理模型実験 

2.1 はじめに 

段落ち部の流況特性である潜り噴流および波状跳水を対象とした E-MPS 法を用いた数値流体

解析の適用性はこれまでに確認されていない．また，本研究で構築する流体・剛体連成解析モデ

ルの護床ブロックの流出現象に対する適用性，流体・土砂連成解析モデルの洗掘現象に対する適

用性，流体・土砂・剛体連成解析モデルの護床工下流の洗掘に伴う護床ブロックの流出現象の適

用性を検証する必要がある．よって，本研究では，それらのモデルについて，それぞれの現象に

対する適用性を確認するため，対応する表 2.1 に示す水理模型実験を行う． 

まず，E-MPS 法を用いた数値流体解析による段落ち部における流況特性である波状跳水および

潜り噴流への適用性を確認するため Case1-1，1-2 を行う 102)．Case1-1，1-2 は固定床の水理模

型実験であり，水路上に高さ 10cm の堰を設けて通水し，波状跳水および潜り噴流を生起させ，

それぞれの水面形および流速分布を計測した．次に，流体・剛体連成解析モデルの護床ブロック

流出現象への適用性を確認するため Case3-1，3-2，3-3 を行う 103),105)．Case3-1，3-2，3-3 は移

動床の水理模型実験であり，水路上に床止めの本体工と水叩き，護床工（護床ブロック）を設置

し，護床工下流に移動床を設置した．護床ブロックの配置間隔と護床工下流の河床低下量𝛥𝐻を変

化させて通水を行い，それぞれの条件の応じた護床工下流の洗掘に伴う護床ブロックの流出状況

を把握した．なお，「床止めの構造設計手引き」2)において一般的な構造形式とされているコンク

リート構造の一体式構造の床止めを対象とした（図 2.1）．次に，流体・土砂連成解析モデルの護

床工下流の洗掘現象への適用性を確認するために Case2-1，2-2，2-3 を行う実施する 104),105)．

Case2-1，2-2，2-3 は移動床の水理模型実験であり，水路上に床止めの本体工と水叩きを設置し，

水叩き下流の移動床を設置した．水叩き下流の河床低下量𝛥𝐻を 0，2，4cm と変化させて通水を

行い，河床低下量𝛥𝐻に応じた水叩き下流の洗掘孔規模を把握した．流体・土砂・剛体連成解析モ

デルの護床工下流の洗掘に伴う護床ブロックの流出現象への適用性は，既出の Case3-1，3-2，3-

3 の実験結果を用いる． 

 

  



 

 13

 

表 2.1 水理模型実験 Case 一覧 

Case 単位幅 

流量 q 

(m2/s) 

水路・ 

河床 

勾配 I 

河床 

条件 

粒径 

d60 

(mm) 

河床 

低下量 

ΔH(cm) 

護

床 

工 

備考 

1-1 0.040 1/300 固定床 － － 無 下流側水深 ht=16.0cm 

1-2 0.040 1/300 固定床 － － 無 下流側水深 ht=13.5cm 

2-1 0.012 1/350 移動床 0.76 0 無 － 

2-2 0.012 1/350 移動床 0.76 2 無 － 

2-3 0.012 1/350 移動床 0.76 4 無 － 

3-1 0.006 1/350 移動床 0.76 2 有 護床ﾌﾞﾛｯｸ配置間隔 5mm 程度 

3-2 0.006 1/350 移動床 0.76 2 有 護床ﾌﾞﾛｯｸ配置間隔 0.5mm 程度 

3-3 0.006 1/350 移動床 0.76 4 有 護床ﾌﾞﾛｯｸ配置間隔 0.5mm 程度 

 

 

 

 

 

図 2.1 コンクリート構造の一体式構造の床止めの模式図 

 

 

 

 

  

ΔH

水叩き 護床工
コンクリートブロック等

本体工
（鉄筋クンクリート）
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2.2 段落ち部における波状跳水・潜り噴流 

本節では E-MPS 法を用いた流況解析による段落ち部の流況特性である波状跳水・潜り噴流の

再現性を確認するため，対応する水理模型実験を行い，それぞれの水面形および流速分布を計測

する 102)． 

 

 

2.2.1 実験条件 

実験は長さ 8m，高さ 50cm，幅 40cm の水路に，図 2.2 に示すように長さ 0.5m，高さ 10cm の

堰を設け，堰上で支配断面（限界水深ℎ ）が発生するものとした．また，実験 Case および実験条

件は表 2.2 に示すとおりであり，水路勾配𝐼は 1/300，単位幅流量𝑞は 0.04m2/s とし，下流側水深

ℎ は水路下流端の堰で調整した．下流側水深ℎ は波状跳水および潜り噴流の流況となる水深とし，

それぞれ，堰下流端からの距離 X=200cm 地点で 16.0cm，13.5cm とした．流速分布は鉛直面内

の二次元流が測定できる電磁流速計を用いて測定した．流下方向の測定間隔は，堰下流端から

X=50cm の区間は 5cm 間隔，X=50cm～200cm の区間は 50cm 間隔で測定した．水深方向の測定

間隔は，水路床面 1cm 上から水面方向に 1cm 間隔で測定し，水路床面上 0.5cm 地点についても

測定した．実験時の水温は，波状跳水は 19.4℃，潜り噴流は 19.6℃であった． 

 

 

 
図 2.2 実験水路模式図 

 

 

表 2.2 実験 Case・実験条件 

Case 流況 単位幅流量 q 

(m2/s) 

水路勾配 I 河床条件 段落ち高さ 

W (cm) 

下流側水深 ht 

(cm) 

1-1 波状跳水 0.040 1/300 固定床 10 16.0 

1-2 潜り噴流 0.040 1/300 固定床 10 13.5 

 

 

  

1
0

cm

50cm

水路床 I=1/300
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q
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2.2.2 実験結果 

本実験で得られた波状跳水（図 2.3）と潜り噴流（図 2.4）の流況特性について鈴木ら 14)によ

る既往の知見と比較を行った．波状跳水の流況特性として，波状を呈して水面近くを流下する主

流水脈と水路床との間にローラーが形成される．そのローラーの水路床での長さ𝐿 を下流側水深

ℎ で無次元化した𝐿 /ℎ は下流側でのフルード数𝐹との関係で示されている 14)．本実験に当てはめ

ると，𝐹 =0.20 であり，𝐿 /ℎ は約 3.5～4.8，よって𝐿 は約 56.0～76.8cm である．本実験では，流

速測定範囲の関係で X=50cm 下流のローラーの形成状況は把握できていないが，X=50cm 地点は

水路床付近で水路上流方向の流れが生じていることから，𝐿 は50cm以上であったと判断される．

よって，既往の知見と整合しているといえる．また，波状跳水の実験時の水面は鈴木ら 14)，梶川

ら 15)と比較すると，X=30cm 付近の波は波高・波長比であるスティープネスS が 0.1 と小さく，

波状頂部は比較的安定していたが，最大 1cm 程度の水位変動が生じる状態であった． 

一方，潜り噴流の流況特性として，主流水脈と水面との間に大きなローラーが形成される．そ

のローラーの水面での長さ𝐿 を下流側水深ℎ で無次元化した𝐿 /ℎ は下流側でのフルード数𝐹との

関係で示されている 14)．本実験に当てはめると，𝐹 =0.26 であり，𝐿 /ℎ は約 3.0～4.0，よって𝐿

は約 40.5～54.0cm となる．また，主流水脈と段落ちとの間には渦（eddy）領域が形成される．そ

の渦領域の水路床での長さ𝐿 を下流側水深ℎ で無次元化した𝐿 /ℎ は段落ち高さ𝑊と下流側水深

ℎ で無次元化した𝑊/ℎ との関係で示されている 14)．本実験に当てはめると，𝑊/ℎ =0.74 であり，

𝐿 /ℎ は約 1.2～1.6，よって𝐿 は約 16.2～21.6cm となる．本実験では，流速測定範囲の関係で

X=50cm 下流のローラーの形成状況は把握できていないが，X=50cm 地点は水面付近で逆流が生

じていることから，𝐿 は 40cm 以上であったと判断される．また，𝐿 は流速測定値から約 20cm で

あった．よって，既往の知見と整合していることが確認された．また，潜り噴流の実験時の水面

は鈴木ら 14)，梶川ら 15)と同様，X=25cm 付近は水面が波立ちながらも比較的平坦であった．ただ

し，X=25cm 付近から下流は時折，大きく波立ち水位の変動が生じる状態であった． 

また，本実験で計測した波状跳水および潜り噴流の流速分布を，それぞれ図 2.5，図 2.6 に示

す．図中の実験水位は，実験において跳水区間及び周辺の水位は時々刻々と変化するため，同時

刻の水面計を得ることが困難であったため，実験撮影画像から計測した． 

以上より，本実験は既往の知見で得られている波状跳水および潜り噴流の流況特性と整合して

いることから，「第 4 章 波状跳水・潜り噴流シミュレーションの検証」において，本実験結果を

用いて波状跳水および潜り噴流を対象とした E-MPS 法を用いた流況解析の再現性検証を行う． 
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Case1-1 

 

図 2.3 波状跳水（Wave Jump）の流況（Case1-1） 

 

 

 

Case1-2 

 

図 2.4 潜り噴流（Submerged Jet）の流況（Case1-2） 
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Case1-1 

 

図 2.5 波状跳水（Wave Jump）の流速分布（Case1-1） 

 

 

 

Case1-2 

 

図 2.6 潜り噴流（Submerged Jet）の流速分布（Case1-2） 
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2.3 床止め下流の洗掘現象 

本節では流体について E-MPS 法，土砂（固体）について DEM を用いた流体・土砂連成解析モ

デルによる床止め下流の洗掘現象の再現性を確認するために，対応する水理模型実験を行う

104),105)． 

 

 

2.3.1 実験条件 

実験 Case および実験条件は表 2.3 に示すとおりである．実験水路は，図 2.7 に示すように，

長さ 7m，高さ 0.5m，幅 0.4m の水路に床止めを設置し，床止め下流に移動床区間を設けた．床

止めの本体工と水叩きの下部は不透水とした．水路下流端は越流する条件とし，上流からの給砂

は行っていない．河床低下量は擦り付け区間下流端の河床の低下量を表している．床止め下流端

から 29cm の平坦部を設け，平坦部下流端から 0.5m の区間を擦り付け区間とした．床止め形状は

本体工の長さ 3cm，水叩きの長さ 10cm であり，落差 2cm である．本実験は単位流量𝑞を 0.012m2/s

とし，河床低下量𝛥𝐻は 0，2，4cm の 3 ケースを設定した．通水時間は 10 分とした． 

 

 

 

表 2.3 実験 Case・実験条件 

Case 単位幅流量 q 

(m2/s) 

河床勾配 I 河床条件 粒径 d60 

(mm) 

河床低下量 

ΔH(cm) 

護床工 

2-1 0.012 1/350 移動床 0.76 0 無 

2-2 0.012 1/350 移動床 0.76 2 無 

2-3 0.012 1/350 移動床 0.76 4 無 

 

 

 

 

図 2.7 実験水路模型 

 

  

床止め 移動床移動床

inflow
1 /350

平坦

10.0

単位 : cm

0.52.0
1:0.5

50.0 約 400.029.010.03.0
700.0

河床低下量ΔH
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2.3.2 実験結果 

各 Case の通水後の洗掘発生状況を図 2.8 に示す．図 2.8(a)は Case2-1 の通水 10 分後の洗掘

発生状況，図 2.8(b)は Case2-2 の通水 10 分後の発生状況を示している．Case2-3 は通水途中で

洗掘孔が水路面まで達し，その他の洗掘孔の拡大は水路面の影響を大きく受けた．そのため，

Case2-3 は洗掘孔が水路面に達する前の洗掘孔状況として図 2.8(c)に Case2-3 の通水 2 分 46 秒

後の状況を示した．また，図 2.8(d)に通水 10 分後の洗掘孔状況を示す． 

いずれの Case においても，通水中，床止め下流の流況は河床状況の変化に伴い，潜り噴流と

潜り噴流から波状跳水への移行領域を繰り返しながら床止め下流の局所洗掘の拡大が進行した．

Case2-1 の通水 10 分後の洗掘孔形状は，洗掘孔長𝐿=36cm，洗掘孔深𝑍 =4.0cm であった．洗掘

孔下流の河床高は洗掘孔から流送された土砂が堆積し，初期河床よりも高い状態となった．通水

10 分後において，洗掘孔下流の河床は静的平衡状態となり，洗掘孔は河床表面で土砂の動きが僅

かにみられるものの洗掘形状は概ね静的平衡状態であった．Case2-2 の通水 10 分後の洗掘孔形

状は洗掘孔長𝐿=42.5cm，洗掘孔深𝑍 =4.9cm であった．洗掘孔下流の河床は，通水中，洗掘孔か

ら流送された土砂が堆積しながらも徐々に低下した．通水 10 分後の洗掘孔下流の河床は河床低

下量𝛥𝐻=1.5cm の高さまで低下した．通水 10 分後において，洗掘孔下流の河床は洗掘孔からの土

砂供給により動的平衡状態となり，洗掘孔は土砂の巻上げと堆積を繰り返しながらも洗掘形状は

概ね動的平衡状態であった．Case2-3 の通水 2 分 46 秒後の洗掘孔形状は洗掘孔長𝐿=31.0cm，洗

掘孔深𝑍 =9.0cm であった．Case2-3 の通水 10 分後の洗掘孔形状は，通水途中で洗掘孔が水路面

まで達したため，洗掘孔の拡大過程において水路面に衝突する流れが洗掘孔の拡大に寄与してし

まっているため，Case2-1，2-2 とは異なる現象といえる．Case2-3 の通水 10 分後の洗掘孔形状

は，洗掘孔長𝐿=55.0cm，洗掘孔深𝑍 は水路面まで達し，10.0cm であった．洗掘孔下流の河床は，

通水中，洗掘孔から流送された土砂が堆積しながらも徐々に低下した．通水 10 分後の洗掘孔下流

の河床は河床低下量𝛥𝐻=1.0cm の高さまで低下した．通水 10 分後において，洗掘孔下流の河床は

洗掘孔からの土砂供給により動的平衡状態であった．洗掘孔は水路面に達しており，洗掘孔内に

残存した土砂が巻き上げられている状態であったが，洗掘形状は概ね平衡状態であった． 

以上のように，Case2-3 は他のケースと洗掘の拡大過程が異なる条件となったが，同じ流量条

件でみた場合，河床低下量𝛥𝐻が大きく（床止め下流の河床が低く）なるにつれて，洗掘孔長𝐿およ

び洗掘孔深𝑍 は大きくなる結果となった． 

「第 6 章 床止め下流の局所洗掘シミュレーションの検証」において，Case2-2 の結果を用いて

流体・土砂連成解析モデルによる床止め下流の洗掘現象の再現性を確認する．なお，より大きな

洗掘孔の発達を再現することを目的に Case2-2 を検証対象とする．Case2-3 については通水途中

で洗掘孔が水路面に達したため，検証対象からは除外した．また，「8.2 固定床条件での床止め

の破壊限界評価手法」において，単位流量𝑞および河床低下量𝛥𝐻に応じた洗掘孔形状を推定する

ため，Case2-1～2-3 の結果を用いる．  
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(a)Case2-1：河床低下量𝛥𝐻=0cm，通水 10 分後 

 
 

(b)Case2-2：河床低下量𝛥𝐻=2cm，通水 10 分後 

 
 

(c)Case2-3：河床低下量𝛥𝐻=4cm，通水 2 分 46 秒後 

 
 

(d)Case2-3：河床低下量𝛥𝐻=4cm，通水 10 分後 

 
 

図 2.8 実験結果 洗掘孔の発生状況 
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2.4 床止めの破壊現象 

本研究は床止めの破壊現象のうち最も破局的であると考えられる，床止め下流の河床低下が進

行し，上下流水位差が大きくなる状況下で発生する下流側からの護床工の急な破壊（護床ブロッ

クの流出）6)に着目する．本章では「床止めの構造設計手引き」2)において一般的な構造形式とさ

れているコンクリート構造の一体式構造の床止め（図 2.9）を対象に護床ブロックを敷設した移

動床水理模型実験を行う．護床ブロックの配置間隔と護床工下流の河床低下量𝛥𝐻を変化させて通

水を行い，それぞれの条件の応じた護床工下流の洗掘に伴う護床ブロックの流出現象を把握した

103),105)． 

また，本章で得た実験結果を用いて，「第 5 章 固定床条件における護床ブロック流出シミュレ

ーションの検証」にて，流体・剛体連成解析モデルを用いた護床ブロックの流出現象の再現性，

および，「第 7 章 床止め下流の局所洗掘に伴う護床ブロック流出シミュレーションの検証」にて，

流体・土砂・剛体連成解析モデルを用いた護床工下流の洗掘に伴う護床ブロックの流出現象の再

現性を検証する． 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.9 コンクリート構造の一体式構造の床止めの模式図 

 

 

 

 

  

ΔH

水叩き 護床工
コンクリートブロック等

本体工
（鉄筋クンクリート）
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2.4.1 実験条件 

実験水路は図 2.10 に示す模式図のとおり設定し，実験は長さ 7m，高さ 0.5m，幅 0.4m の水路

に，床止め，および移動床を設置した．床止めの諸元は図 2.11 に示すように縦断方向に本体工

6.5cm，水叩き 30cm である．実験 Case および実験条件は表 2.4 に示すとおりであり，3 ケース

行った．下流端は越流する条件とした．また，護床ブロック配置間隔は縦断および横断方向の配

置間隔を示している．護床工は，Case1 は約 31.5cm，Case2 および Case3 は約 33cm である．

本体工と水叩きの下部は不透水とした．護床ブロックは長さ 1.9cm，幅 2.5cm，高さ 1.3cm，密

度 2,300kg/m3，質量 14.2g の矩形ブロックを用いており，縦断方向に Case1 は 13 列，Case2 お

よび Case3 は 16 列とし，横断方向は水路幅全体に敷き詰めた．水路の流入部に約 1m の助走区

間を設け，床止め上流に 0.845m，水叩き下流端から下流に約 4.55m の移動床区間を設けた．な

お，給砂は行っていない．河床低下量は擦り付け区間下流からの河床の低下量を表しており，擦

り付け区間は護床工下流端から 0.5m とした．通水時間は 5 分とした． 

 

 

 

図 2.10 実験水路模式図 

 

 

図 2.11 床止めの諸元 

 

 

表 2.4 実験 Case・実験条件 

Case 単位幅流量 q 

(m2/s) 

河床勾配 I 河床条件 粒径 d60 

(mm) 

河床低下量 

ΔH(cm) 

護床ブロック 

配置間隔 (mm) 

3-1 0.006 1/350 移動床 0.76 2 5 程度 

3-2 0.006 1/350 移動床 0.76 2 0.5 程度 

3-3 0.006 1/350 移動床 0.76 4 0.5 程度 

 

  

床止め助走区間

横断板

移動床

7m

不透水

0.845m1.04m

移動床

0.365m

護床工 擦り付け区間 河床低下区間

約0.315m
～約0.33m

移動床

0.5m 約3.72m～約3.735m 0.2m

横断板
1:350河床低下量

q

6.5cm

本
体
工水叩き

30cm

3cm
0.8cm3cm 護床工

約31.5～33cm

…



 

 23

2.4.2 実験結果 

Case3-1 の通水 5 分後の河床，護床工状況を図 2.12(a)に示す．Case3-1 は護床工下流端付近

から護床工下部の土砂の流出が進行し，護床ブロックが沈下するものの，大きな流出は生じなか

った．また，護床工下流端に土砂が供給されるため，護床工下流で洗堀孔は発生しなかった．

Case3-1 は護床ブロック間隙が粒径𝑑 より広いため，水叩き部で加速された流れが護床工部に流

れ込むことにより，護床ブロック間隙からの土砂の掃流砂量が多かったためであると考えられる．

すなわち，中川ら 4)が挙げている「護床工ブロックの間隙からの砂の吸い出し」にあたると考え

られる． 

Case3-2 の通水 5 分後の河床，護床工状況を図 2.12(b)に示す．Case3-2 は護床工下流で洗堀

孔の拡大が進行するものの，護床ブロックは流出しなかった．通水 5 分後の洗堀孔形状は洗堀孔

長𝐿 =19cm，洗堀孔深𝑍  =6.4cm であり，護床工下流端で潜り噴流が発生している状況であった．

護床工下流端の露出深𝑍 は護床ブロックの高さ 1.3cm に対して 0.8cm であり，護床ブロック高の

半分程度が河床に埋まっている状態であった． 

Case3-3 の河床，護床工状況を図 2.12(c)～(f)に示す．Case3-3 は Case3-2 より洗堀孔拡大の

進行が早く，図 2.12(c)の通水 54 秒後の洗堀形状は洗堀孔長𝐿=10cm，洗堀孔深𝑍 =5cm であり，

護床工下流端で潜り噴流が発生している状況であった．護床工下流端の露出深𝑍 は護床ブロック

の高さと同じ 1.3cm であり，下流端の護床ブロックの下流面が河床から全て露出する状態となっ

た．この状態となった直後，通水 55 秒後に下流端の護床ブロックが流出し，洗堀孔が上流側に拡

大した（図 2.12(d)）．下流端の護床ブロックの流出をきっかけに，洗堀孔の上流側への拡大を伴

いながら上流側の護床ブロックの流出が次々と進行し，通水 63 秒後の時点で下流端から 1～4 列

目までの護床ブロックが流出した（図 2.12(e)）．その後，護床ブロックの流出は緩やかとなり，

通水 125 秒後まで護床ブロックの流出は生じなかった．これは，常住ら 7)による中小規模出水で

みられる傾斜進行型の破壊現象であり，洗堀孔の上流側への拡大が洗堀孔に滞留する護床ブロッ

クにより抑制された状態であると考えられる．Case3-3 は図 2.12(f)で示した通水 5 分後の時点で

下流端から 1～10 列目の護床ブロックが流出し，全てが洗堀孔内に残存する結果となった．常住

らの知見を参考にすると，大規模出水時には局所洗堀進行型となることから，より急速に破壊が

進行することが推測される． 

Case3-3 では，護床工下流端の護床ブロックの流出をきっかけに上流側の護床ブロックの流出

が次々と進行した．そのため，下流端護床ブロックの流出要因を抽出しておくことが重要である．

実際，図 2.12(c)の状況を確認すると，護床工下流に形成された洗堀孔のため段落ち流れとなり，

潜り噴流が発生している．これにより，下流端護床ブロックの周囲は流速が速くなるとともに，

流れが下向きに変化するため流体力の作用面積が大きくなり，他の護床ブロックより大きな流体

力を受ける状態となっている．次に，護床ブロックが流出しなかった Case2（図 2.12(b)）と Case3-

3（図 2.12(c)）の違いを比較する．護床工下流端の露出深𝑍 は護床ブロックの高さ 1.3cm に対し

て，Case3-2 は 0.8cm，Case3-3 は下流端護床ブロックの下流面が全て河床から露出する状態で

あった．つまり，Case3-2 の下流端護床ブロックは流出方向に対して河床からの抵抗があったが，

Case3-3 の下流端護床ブロックは流出方向に対して河床からの抵抗がなく流出しやすい状態であ

ったといえる．よって，Case3-3 における下流端の護床ブロック流出は，下流端護床ブロックの

周囲で潜り噴流が生じるため大きな流体力を受け，かつ，下流端護床ブロックの下流面が河床か
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ら全露出するに至る洗堀孔が形成されたことが要因であったと考えられる．また，護床ブロック

が下流に僅かに流出すると，護床ブロック上流面に作用する流体力が増加するため，一気に流出

しやすい状態になる．また，Case2-1～Case2-3 より，河床低下量𝛥𝐻が大きくなるにつれて，洗

掘孔長𝐿および洗掘孔深𝑍 は大きくなり，床止め直下流の河床高も低くなる結果が得られている．

つまり，河床低下量𝛥𝐻が大きくなることにより護床工下流端の露出深𝑍 も大きくなり，護床ブロ

ックが流出する条件となると考えられる． 

以上より，本研究で対象とする「河床低下に起因して護床工の破壊が下流側から急激に進行し

ていく現象」を評価するためには，流量や河床低下量等に応じた洗堀孔形状を把握し，その地形

条件に応じた流況を把握することが重要であるといえる．Case3-2，3-3 を用いて，「第 5 章 固定

床条件における護床ブロック流出シミュレーションの検証」にて，流体・剛体連成解析モデルを

用いた護床ブロックの流出現象の再現性を検証する．Case3-3 を用いて，「第 7 章 床止め下流の

局所洗掘に伴う護床ブロック流出シミュレーションの検証」にて，流体・土砂・剛体連成解析モ

デルを用いた護床工下流の洗掘に伴う護床ブロックの流出現象の再現性を検証する．また，「第 8

章 8.2 固定床条件での床止めの破壊限界評価手法」において，単位流量𝑞および河床低下量𝛥𝐻

に応じた洗掘孔形状を推定するため，Case3-2 の結果を用いる． 

 

 

 

(a)Case3-1：河床低下量𝛥𝐻=2cm，護床ブロック配置間隔 5mm 程度，通水 5 分後 

 

 

(b)Case3-2：河床低下量𝛥𝐻=2cm，護床ブロック配置間隔 0.5mm 程度，通水 5 分後 

 
 

図 2.12 実験結果 河床・護床工の状況（1/2） 
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(c)Case3-3：河床低下量𝛥𝐻=4cm，護床ブロック配置間隔 0.5mm 程度，通水 54 秒後 

 
 

(d)Case3-3：河床低下量𝛥𝐻=4cm，護床ブロック配置間隔 0.5mm 程度，通水 55 秒後 

 
 

(e)Case3-3：河床低下量𝛥𝐻=4cm，護床ブロック配置間隔 0.5mm 程度，通水 63 秒後 

 
 

(f)Case3-3：河床低下量𝛥𝐻=4cm，護床ブロック配置間隔 0.5mm 程度，通水 5 分後 

 
 

図 2.12 実験結果 河床・護床工の状況（2/2） 
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2.5 本章のまとめ 

本章では，段落ち部における流況特性である波状跳水および潜り噴流を把握するため Case1-1，

1-2 の実験を行った．実験において，波状跳水および潜り噴流の水面形および流速分布を計測し

た．次に，河床低下量𝛥𝐻に応じた水叩き下流の洗掘孔規模を把握するため，水叩き下流の河床低

下量𝛥𝐻を 0，2，4cm と変化させた Case2-1，2-2，2-3 の実験を行った．同じ流量条件でみた場

合，河床低下量𝛥𝐻が大きく（床止め下流の河床が低く）なるにつれて，洗掘孔長𝐿および洗掘孔深

𝑍 は大きくなる結果となった．次に，護床工下流の洗掘に伴う護床ブロックの流出状況を把握す

るため，水路上に床止めの本体工と水叩き，護床工（護床ブロック）を設置し，護床工下流に移

動床を設置した Case3-1，3-2，3-3 の実験を行った．それぞれの Case では，護床ブロックの配

置間隔と護床工下流の河床低下量𝛥𝐻を変化させて通水を行った．床止めの構造は「床止めの構造

設計手引き」2)において一般的な構造形式とされているコンクリート構造の一体式構造を対象とし

た．Case3-1，3-2，3-3 から，護床工下流端の護床ブロック（下流端護床ブロック）が流出する主

な要因として次のとおり把握を行った．下流端護床ブロックの周囲で潜り噴流が生じるため大き

な流体力を受け，かつ，下流端護床ブロックの下流面が河床から全露出するに至る洗堀孔が形成

される．また，護床ブロックが下流に僅かに流出すると，護床ブロック上流面に作用する流体力

が増加するため，一気に流出しやすい状態になる．また，Case2-1～Case2-3 の河床低下量𝛥𝐻と

洗掘孔形状の関係から，河床低下量𝛥𝐻が大きくなることにより護床工下流端の露出深𝑍 も大きく

なり，護床ブロックが流出する条件となると考えられる．よって，山本ら 6)の報告と同様，本実験

からも，河床低下量𝛥𝐻は護床工の急激な破壊（護床ブロックの流出）に対する管理指標の一つで

あるといえる． 

4 章から 7 章において，本章で実施した実験結果を用いて，本研究で構築したモデルの再現性

を検証する． 
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第3章  E-MPS・DEM を用いた流体・土砂・剛体連成解析モデルの構築 

3.1 はじめに 

粒子法の代表的なものとして MPS（Moving Particle Simulation）法 37),38)がある．MPS 法は

Lagrange 法である．実河川への現象に MPS 法を適用する場合，計算の規模が大きくなる．また，

床止めの破壊現象を取り扱う場合，流体と土砂および護床ブロックとの相互作用を考慮する必要

があり，計算の解像度の確保のために計算の規模が大きくなり，その実行に時間を要するように

なる．そのため，複数のプロセッサで並列計算を行い，計算時間を低減させる必要がある．MPS

法における半陰的アルゴリズムでは，圧力はポアソン方程式を解くことで陰的に求めており，

Koshizuka らは，この半陰的アルゴリズムが粒子数𝑁に対して𝑂 𝑁 . の計算時間を要することを

示している 41)．また，陰的計算には CG（Conjugate Gradient）法などが用いられ，並列化のプロ

グラミングが煩雑となる．そこで，大地らにより圧力を陽的に解く陽的なアルゴリズムである E-

MPS（Explicit MPS）法が提案されている 40)．陽的なアルゴリズムの計算時間は𝑂 𝑁 であり，ア

ルゴリズムが単純であるため並列プログラミンが容易である．よって，本研究では数値流体解析

手法として E-MPS 法を用いる 102),106)． 

剛体である護床ブロックは Koshizuka らの PMS（Passively Moving Solid）モデル 41)を用いる．

本モデルは E-MPS 法の計算アルゴリズムに，剛体粒子の速度と座標を修正するアルゴリズムを

加えればよく，E-MPS 法による数値流体解析との連成が比較的容易である．ただし，護床ブロッ

クの流出を考えるためには護床ブロックの底面摩擦力を考慮する必要がある．そのため，本研究

では護床ブロックの運動方程式に底面摩擦力を加えたモデルに拡張した 103),107),105)． 

固体である土砂は Lagrange 的な手法である DEM（Discrete Element Method）19)を用いる 104),105)．

本研究で対象とする現象は，河床を構成する固体が流体と大きく混ざり合い，河床内で流体が激

しく運動する現象ではない．そのため，本モデルでは E-MPS 法による数値流体解析において，固

体は河床から離脱するまで壁として取り扱うこととした．また，「2.3 床止め下流の洗掘現象」

に示す実験の様子から，河床付近では流体中の固相粒子が高濃度になる様子が観察されたが，床

止め下流及び洗掘孔による段落ち流れの発生により流速が大きく，流体中の固体粒子が流体に与

える影響が小さい現象であると考えられる．よって，相対的に流体から固体への運動量の供給は

少なく，流体の運動量損失も小さいため，流体の流速は固体を含まない単相の場合と大差ない．

よって，本研究は，運動量の供給は流体から固体へのみモデル化し，その運動量により固体粒子

を駆動し追跡する方法を採用した．ただし，時間的に変化する固体を壁面として取り扱うため，

固体粒子で構成された河床の変化による流体への影響が考慮される．なお，本モデルは固体にお

いて，一度河床から離脱した固体粒子は壁面として取り扱わず，流体に直接影響を与えることな

く，流体から供給される運動量により駆動し追跡する簡便な方法を採用した．また，同様の理由

により，流体の支配方程式は単相の場合と同じ式を用いる． 

 

  



 

 28

3.2 E-MPS 法の定式化 

本研究では数値流体解析として大地らにより提案された E-MPS 法 40),101)を用いる．E-MPS 法

ではナビエ・ストークス方程式の全ての項を陽的に計算する．標準的な MPS 法である半陰解法と

の違いは，半陰解法では圧力を陰的に，他の項を陽的に計算するアルゴリズムだが，陽解法では

圧力も陽的に計算する．陽解法では新しい時間ステップの変数の全てを代入操作だけで得ること

ができ，圧力のポアソン方程式を計算する必要がないので，計算が簡単になり 1 回の時間ステッ

プに必要な計算時間は短くなる． 

 

 

3.2.1 支配方程式 

流体の支配方程式は連続の式およびナビエ・ストークス方程式である．また，E-MPS 法は流体

を微小圧縮性流体として扱う．そのため，支配方程式は微圧縮を仮定した連続の式およびナビエ・

ストークス方程式を用いる．連続の式は次式で表される． 

 

𝐷𝜌
𝐷𝑡

𝜌𝛻 ∙ 𝒖 0 (3.1) 

 

ここで，𝐷/𝐷𝑡は物質微分を表しており，𝜌，𝑡，𝒖はそれぞれ密度，時間，流速ベクトルである．こ

の連続の式は流体の質量保存則を表している．微圧縮で流体の密度がほとんど変化しないと仮定

できる場合，次のとおりとなる． 

 

𝐷𝜌
𝐷𝑡

0 (3.2) 

 

これにより式(3.1)より連続の式は次のとおりとなる． 

 

𝛻 ∙ 𝒖 0 (3.3) 

 

E-MPS 法は微小な圧縮のみを許容するため，非圧縮性流体とみなして計算する．非圧縮性流体

のナビエ・ストークス方程式は次式で表される． 

 

𝐷𝒖
𝐷𝑡

1
𝜌
𝛻𝑃 𝑣𝛻 𝒖 𝒈 (3.4) 

 

ここで，𝑃，𝜈，𝒈はそれぞれ圧力，動粘性係数および重力加速度ベクトルである．このナビエ・ス

トークス方程式は運動量保存則である． 
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3.2.2 E-MPS 法の空間離散化 

重み関数 

E-MPS 法は微分演算子を離散化する際，重み関数を導入し，粒子間距離𝑟に対して相互作用の

重み付けを行う．E-MPS 法で用いる重み関数は標準の MPS 法と異なる次の 2 種類の関数を用い

る．圧力勾配項の計算では𝑤 𝑟 ，その他の計算では𝑤 𝑟 を用いる 108)． 

 

𝑤 𝑟

𝑟
𝑟

𝑟
𝑟

2  𝑟 𝑟

 0                   𝑟 𝑟
 (3.5) 

𝑤 𝑟

𝑟
𝑟

𝑟
𝑟

  𝑟 𝑟

 0           𝑟 𝑟
 (3.6) 

 

ここで，𝑟 は影響半径である．図 3.1 は，ある粒子𝑖の位置における重み関数の概念図である．図

中の色の濃さは重みの大きさを表し，色が濃いほど重みが大きく，薄いほど重みが小さいことを

表す．図からわかるように，その粒子𝑖の近くにある粒子ほど大きな重みをもつ． 

 

 

 

 

図 3.1 重み関数の概念図 
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粒子数密度 

E-MPS 法は流体の密度の評価方法として粒子数密度を用いる．粒子数密度の基準値を定めるた

め基準粒子数密度を定義する．粒子を非圧縮として無限遠まで格子状に充填配置した状態におけ

る式(3.5)，(3.6)の重み関数の総和を基準粒子数密度として，それぞれ次のとおり定義する． 

 

𝑛 𝑤 𝒓 𝒓  (3.7) 

𝑛 𝑤 𝒓 𝒓  (3.8) 

 

ここで，𝑛 ，𝑛 はそれぞれ，重み関数𝑤 𝑟 を用いて計算される基準粒子数密度，重み関数

𝑤 𝑟 を用いて計算される基準粒子数密度であり，𝒓 ，𝒓 はそれぞれ，粒子を非圧縮として無限

遠まで格子状に充填配置した状態における粒子𝑖と粒子𝑗の粒子位置である．また，粒子𝑖について

の粒子数密度𝑛 を式(3.5)の重み関数の総和として次のとおり定義する． 

 

𝑛 𝑤 𝒓 𝒓  (3.9) 

 

ここで，𝒓 ，𝒓 はそれぞれ，粒子𝑖と粒子𝑗の粒子位置である．密度𝜌 は重み関数の和に比例すると

仮定して次式のように与える． 

 

𝜌
𝜌
𝑛

𝑤 𝒓 𝒓  (3.10) 

 

ここで，𝜌 は非圧縮状態における密度である． 

 

微分演算子の定義 

E-MPS 法は微分演算子の離散化を式(3.5)，(3.6)の重み関数を用いて 2 粒子間相互作用力の重み

付き平均として定義する． 

 

E-MPS 法のグラディエントモデル（勾配モデル） 

E-MPS 法では任意の物理量∅の勾配ベクトルを次式で近似する．任意の物理量∅は，例えばナビ

エ・ストークス方程式における圧力などである． 

 

〈∇∅〉
𝑑

𝑛

∅ ∅

𝒓 𝒓
𝒓 𝒓 𝑤 𝒓 𝒓  (3.11) 

 

ここで，𝑑は空間次元数である．空間次元数は解析モデルの次元数を表しており，2 次元の場合は

2，3 次元の場合は 3 である．  
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E-MPS 法の発散モデル 

発散は，ベクトルに作用してスカラーが得られる演算子である．発散モデルでは，主体粒子𝑖と

その近傍に存在する粒子𝑗が，それぞれ位置ベクトル𝒓 ，𝒓 とベクトル変数値𝒖 ，𝒖 を保持してい

る状態を考えると発散モデルは次のとおり表せる． 

 

〈∇ ∙ 𝒖〉
𝑑
𝑛

𝒖 𝒖

𝒓 𝒓
𝒓 𝒓 𝑤 𝒓 𝒓  (3.12) 

 

また，ベクトル変数が粒子間𝑖，𝑗の中点に𝒖 として配置されている場合には次のとおり表せる． 

 

〈∇ ∙ 𝒖〉
2𝑑
𝑛

𝒖

𝒓 𝒓
𝒓 𝒓 𝑤 𝒓 𝒓  (3.13) 

 

E-MPS 法のラプラシアンモデル 

ラプラシアンは勾配にさらに発散を作用させたものである．そこで，粒子間で定義される勾配

モデルの式(3.11)に発散モデルの式(3.12)を適用すると，ラプラシアンモデルは次のとおり表せる． 

 

〈∇ 𝜙〉
2𝑑
𝜆𝑛

𝜙 𝜙 𝑤 𝒓 𝒓  (3.14) 

 

ここで，𝜆 は次式で計算される定数である． 

 

𝜆
∑ 𝒓 𝒓 𝑤 𝒓 𝒓

∑ 𝑤 𝒓 𝒓
 (3.15) 

 

式(3.14)の右辺にある係数2𝑑/𝜆 𝑛 は，ラプラシアンモデルを拡散方程式に適用した際に，拡散の

速度（1 タイムステップにおける分散値の増加量）と解析解を一致させるための係数である 28)． 

 

 

3.2.3 半陰解法と陽解法の違い 

ナビエ・ストークス方程式において，標準の MPS 法における半陰的アルゴリズムでは，圧力は

ポアソン方程式を解くことで陰的に求めており，これを陽的に解くものが E-MPS 法である．ここ

では両解法の違いを理解するため，半陰解法アルゴリズム，陽的アルゴリズムの両手法について

説明する． 
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プロジェクション法 

ナビエ・ストークス方程式を時間に関してオイラー陽解法で離散化すると次のとおりとなる． 

 

𝒖 𝒖
∆𝑡

1
𝜌
〈∇𝑃〉 𝜈〈∇ 𝒖〉 𝒈 (3.16) 

 

式(3.16)に「3.2.2 E-MPS 法の空間離散化」で定義した離散化モデルを用いてナビエ・ストー

クス方程式を解くが，ナビエ・ストークス方程式は圧力に関して発展形ではない．そのため式(3.16)

を次のように段階的に解くことで圧力を求め計算を行う． 

 

𝒖∗ 𝒖
∆𝑡

𝜈〈∇ 𝒖〉 𝒈 (3.17) 

𝒖 𝒖∗

∆𝑡
1
𝜌
〈∇𝑃〉  (3.18) 

 

式(3.17)により仮の速度𝒖∗を求め，この時の条件から圧力を求め式(3.18)を計算する．このような

段階的な解法をプロジェクション法 109)と言い，SMAC 法やフラクショナルステップ法などでも

利用されている．この圧力の計算において，標準的な MPS 法は陰的アルゴリズムを用いており，

陽的アルゴリズムを用いて解いたものが E-MPS 法である． 

 

半陰的アルゴリズム 

圧力計算 

非圧縮を仮定した連続の式(3.3)と式(3.18)を用いることで，圧力に関するポアソン方程式を得

ることができる．このポアソン方程式を解くことで圧力を求めることができる．以下に，導出の

流れを示す．式(3.3)の条件式を用いるために，式(3.18)の両辺の発散をとると次のとおりとなる． 

 

〈∇ ∙ 𝒖〉 〈∇ ∙ 𝒖〉∗

∆𝑡
1
𝜌
〈∇ ∙ ∇𝑃〉  (3.19) 

 

タイムステップ𝑘 1において非圧縮の条件を満たすには，式(3.3)の条件である𝛻 ∙ 𝒖 0を満た

す必要がある．この時，式(3.19)は次のとおりとなる． 

 

0 〈∇ ∙ 𝒖〉∗

∆𝑡
1
𝜌
〈∇ 𝑃〉  (3.20) 

 

式(3.20)では未知数の𝒖 が消えていることがわかる．式(3.20)を整理すると次の形のポアソン方

程式を得る． 
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〈∇ 𝑃〉
𝜌
∆𝑡
〈∇ ∙ 𝒖〉∗ (3.21) 

 

格子法ではこのポアソン方程式により圧力を計算することが多い．しかし粒子法では，このよう

に右辺の項が速度の発散の形で表されると体積が保存されにくい場合がある．それは，計算誤差

に起因する密度の誤差が時間とともに蓄積する場合があるからである．そこで右辺を変形する．

連続の式である式(3.1)を離散化した式で表すと， 

 

𝜌∗ 𝜌
∆𝑡

𝜌 〈∇ ∙ 𝒖〉∗ 0 (3.22) 

 

となる．ここで𝜌∗は中間速度𝒖∗で粒子を移動させた後での流体密度である．流体密度のラグラン

ジュ微分𝐷𝜌/𝐷𝑡を前進差分で近似している．式(3.22)を変形すると次のとおりとなる． 

 

〈∇ ∙ 𝒖〉∗
1
∆𝑡
𝜌∗ 𝜌
𝜌

≃
1
∆𝑡
𝑛∗ 𝑛
𝑛

 (3.23) 

 

ここで𝜌 ∝ 𝑛の関係を用いた．左辺である速度の発散が，右辺のように粒子数密度の時間変化率の

形で近似されている．上式を式(3.21)に代入すると，圧力に関するポアソン方程式を得られる． 

 

〈∇ 𝑃〉
𝜌
∆𝑡

1
∆𝑡
𝑛∗ 𝑛
𝑛

𝜌
∆𝑡

𝑛∗ 𝑛
𝑛

 (3.24) 

 

この右辺は粒子数密度で表され，密度の誤差の蓄積を抑制することができ体積の保存が良くなる．

これは，速度の発散の形では密度の誤差の蓄積量（圧縮量）が忘れさられて検出できないのに対

して，粒子数密度の形では粒子間の距離で定義される重み関数を用いて圧縮（粒子の接近）を検

出できるからである．以上のポアソン方程式について，ラプラシアンモデル式(3.14)を適用して，

圧力に関する連立 1 次方程式を解くことで，未知数の圧力𝑃 が求まる． 

 

圧力勾配項の計算 

半陰解法においては数値安定性のため，圧力勾配項に関して式(3.11)に示す勾配モデルを修正し

た次式を用いる． 

 

〈∇𝑃〉
𝑑
𝑛

𝑃 𝑃

𝒓 𝒓
𝒓∗ 𝒓∗ 𝑤 𝒓∗ 𝒓∗  (3.25) 

 

ここで，𝑃は粒子𝑖の圧力𝑃と，その近傍の複数の粒子𝑗における圧力𝑃の中の最低値とする． 

 



 

 34

𝑃 min
∈

𝑃 ,𝑃  (3.26) 

𝐽 𝑗:𝑤 𝒓 𝒓 0  (3.27) 

 

粘性項の計算 

式(3.4)の右辺の粘性項に含まれているラプラシアンは式(3.14)で示したラプラシアンモデルを

適用する． 

 

〈∇ 𝒖〉
2𝑑
𝜆𝑛

𝒖 𝒖 𝑤 𝒓 𝒓  (3.28) 

 

陽的アルゴリズム 

圧力計算 

陽的アルゴリズムでは，式(3.17)と式(3.18)の中間段階において，以下の状態方程式を用いて圧

力を求める． 

 

𝑃 𝑐 𝜌∗ 𝜌  (3.29) 

 

さらに，式(3.10)と式(3.29)は次のように表せる． 

 

𝑃 𝑐
𝜌
𝑛

𝑛∗ 𝑛  (3.30) 

 

ここで，𝑐は音速，𝜌 と𝑛 は圧力の標準値（𝑃 0）に対応する密度と粒子数密度である．ただし，

音速𝑐を実際の物性値ではなく実際よりも小さな仮想的な値を与える．こうすることで，粒子数密

度の変化に対する圧力の変化の係数を仮想的に小さくすることができ，安定な計算ができるよう

になる． 

 

圧力勾配項の計算 

式(3.4)の右辺の圧力勾配項に含まれる勾配は，次の発散の粒子間相互モデルを用いる．粒子𝑖に

おける発散は，粒子𝑖とその近傍粒子𝑗との間にベクトル変数𝑨 が与えられているとき次のとおり

離散化される． 

 

〈∇ ∙ 𝑨〉
2𝑑
𝑛

𝑨

𝒓 𝒓
𝒓 𝒓 𝑤 𝒓 𝒓  (3.31) 

 

ベクトル変数に対する発散の結果はスカラーである．ここで𝑨がテンソルであれば発散の結果は

ベクトルになる．流体の圧力を粒子𝑖と粒子𝑗の中点での応力テンソルとして次式のとおり定義す

る． 
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𝑃

⎣
⎢
⎢
⎢
⎢
⎡
𝑃 𝑃

2
0 0

0
𝑃 𝑃

2
0

0 0
𝑃 𝑃

2 ⎦
⎥
⎥
⎥
⎥
⎤

 (3.32) 

 

これを式(3.13)に代入し，圧力勾配項の離散化を次式のように行う． 

 

∇𝑃⟩
𝑑

𝑛

𝑃 𝑃

𝒓 𝒓
𝒓 𝒓 𝑤 𝒓 𝒓  (3.33) 

 

このように粒子𝑖，𝑗において対称な形で定式化することで，運動量が保存された離散化が可能とな

る． 

 

粘性項の計算 

式(3.4)の右辺の粘性項に含まれているラプラシアンは半陰解法と同様，式(3.14)で示したラプ

ラシアンモデルを適用し，式(3.28)を用いて計算する． 
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3.2.4 粒子の境界条件 

粒子法を用いた流体解析における境界条件は，各粒子に種類番号を与え，種類番号に応じて各々

の属性に合った計算を行わせることで設定する． 

 

自由表面条件 

E-MPS 法は圧力を式(3.29)のように粒子数密度の関数として求めている．密度と粒子数密度は

比例関係にあるため，式(3.10)のように密度を定義している．しかし，自由表面において，本来，

非圧縮流体であれば密度は一定であるはずであるが，粒子数密度は急激に減少してしまう．その

ため，自由表面上では圧力を正しく計算できない．そこで，E-MPS 法では自由表面上における圧

力を以下のように与えている． 

 

𝑃 𝑐
𝜌
𝑛

𝑛 𝑛   𝑛 𝑛

0                            𝑛 𝑛
 (3.34) 

 

式(3.34)は，粒子𝑖における粒子数密度が基準粒子数密度を下回った場合に，自由表面だと判定し，

物理的観点から圧力𝑃 0を与えている．つまり，図 3.2 のように自由表面上の粒子や飛沫につい

て圧力𝑃 0を与えている． 

 

 

 

 

図 3.2 自由表面の境界条件  
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壁条件 

壁を表現するためには，壁面において圧力勾配ゼロの境界条件を満たす必要がある．そこで，

図 3.3 のように壁粒子を配置し，流体粒子と同様に圧力を計算して圧力勾配項を計算することで，

近似的に圧力勾配ゼロの境界を満たすことができる．また，圧力を評価するためには粒子数密度

を求める必要があるので，壁粒子のさらに外側に粒子数密度を適切に評価するためのダミー粒子

を配置する必要がある． 

 

 

 

 

図 3.3 壁境界条件 

 

流入境界 

粒子法は Lagrange 法であるので，流入や流出において実際に粒子の流入や流出が必要になる．

流入境界では速度を持って移動する壁粒子として図 3.4 のように計算する．流入境界からみて最

内側の流入粒子は壁粒子として圧力を計算し，外側の流入粒子はダミー粒子として圧力を計算し

ない．したがって，流入境界において圧力勾配ゼロの境界条件を満たすように与えている．最内

側の流入粒子の移動距離が粒子間距離を超えた時，その粒子の位置に新しい流体粒子を発生させ

ると同時に，移動する流体粒子を粒子間距離だけ戻す．これを繰り返すことで次々に流体粒子を

流入させることができる． 

 

流出境界 

流出境界では，図 3.5 のように計算領域外に出た粒子を計算から除外することで表現できる． 
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図 3.4 流入境界条件 

 

 

 

 

図 3.5 流出境界条件 
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3.2.5 計算時間間隔 

陽解法では仮想的な音速𝑐を与える必要がある．仮想的な音速は実際の物性の音速よりも遅くす

る．大地ら 40)によれば，数値的な安定条件は流速を用いたクーラン数𝐶 と音速を用いたクーラン

数𝐶 によってきまる． 

 

𝐶
𝑢 ∆𝑡
𝑙

 (3.35) 

𝐶
𝑐∆𝑡
𝑙

 (3.36) 

 

ここで，𝑢 ，𝑙 はそれぞれ，流速の最大値，粒子間距離である．大地ら 40)によれば，テスト計

算の結果として流速を用いたクーラン数の上限は 0.2，音速を用いたクーラン数の上限は 1.0 が得

られている．よって，式(3.35)，(3.36)は式のとおり表される． 

 

𝐶
𝑢 ∆𝑡
𝑙

0.2 (3.37) 

𝐶
𝑐∆𝑡
𝑙

1.0 (3.38) 

 

それぞれ時間刻み幅∆𝑡に対する条件として書くと次のようになる． 

 

∆𝑡
0.2𝑙
𝑢

 (3.39) 

∆𝑡
𝑙
𝑐

 (3.40) 

 

数値安定性のためには，これらの 2 つの式をどちらも満たさなければならない．半陰解法の場合

には式(3.39)を満たすだけでよいが，陽解法ではさらに式(3.40)も満たす必要がある．物理的な

音速を用いると，式(3.40)の条件が式(3.39)よりもはるかに厳しくなり，これを満たすために∆𝑡

を非常に小さくしなければならない．そのため，マッハ数を 0.2 とした次式により仮想的な音速

を与える 42)． 

 

𝑢
𝑐

0.2 (3.41) 

 

上式より，式(3.39)と式(3.40)は同じ式になる．式(3.39)は流速に対するクーラン数の条件であ

り，半陰解法を用いる場合にも満たす必要がある．したがって，式(3.41)を用いれば半陰解法と

陽解法で同じ∆𝑡とすることができる．この場合，1 回の時間ステップの計算時間の比がそのまま

シミュレーション全体の計算時間の比になるので，陽解法は半陰解法に対して高速な計算が可能
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になる．式(3.41)の左辺は流速を音速で割った無次元数であり，マッハ数である．式(3.41)はマ

ッハ数を 0.2 にしなさいという意味になる．実際の計算では，流速の最大値𝑢 を見積り，その

5 倍を仮想的な音速𝑐として与える． 

音速を仮想的に小さくすることは，流体の圧縮性を仮想的に大きくすることと同じ意味になる．

したがって，非圧縮条件が満たされなくなる．大地ら 42)では非圧縮条件に対する誤差が陽解法に

おいてどの程度になるかが調べられている．矩形の水槽に水を静かに保持させておくと，自由表

面から水槽の底部に向かって圧力が線形に増加する．これを陽解法で計算したところ，マッハ数

が 0.2 では水槽の底部での密度増加が 1%程度，マッハ数が 0.1 では密度増加が 0.25%程度となっ

た． 

陽解法では代入計算しか行わないため，1 回の時間ステップに掛かる計算時間は全粒子数の 1

乗𝑁 . に比例する．一方，半陰解法では圧力のポアソン方程式を離散化した連立 1 次方程式を解

く必要があり，これに CG（Conjugate Gradient）法を適用すると，全粒子数の 1.5 乗𝑁 . に比例

する．したがって，粒子数が増えれば増えるほど，陽解法の計算時間は半陰解法の計算時間に対

して相対的に短くなる． 

 

 

3.2.6 流体解析モデルのアルゴリズム 

E-MPS 法の計算アルゴリズムを図 3.6 に示す．図 3.7 の E-MPS 法による流体計算の模式図を

用いながら説明する．図 3.7(a)は計算に用いる条件と粒子の初期配置の値を読み込んだ状態であ

る．まず，式(3.17)より粘性項と重力項による計算を次式を用いて行い，仮の速度𝒖∗と位置𝒓∗を算

出する．これが図 3.7(b)である． 

 

𝒖∗ 𝒖 𝜈〈∇ 𝑢〉 𝑔 ∆𝑡 (3.42) 

𝒓∗ 𝒓 𝒖∗∆𝑡 (3.43) 

 

この密度変化を用いて，図 3.7(c)のように式(3.29)から圧力を計算する．次に，式(3.18)より圧力

勾配項による修正計算を次式を用いて行い，次のステップにおける速度𝒖 と位置𝒓 を算出す

る． 

 

𝒖
∆𝑡
𝜌
〈∇𝑃〉  (3.44) 

𝒖 𝒖∗ 𝒖  (3.45) 

𝒓 𝒓∗ 𝒖 ∆𝑡 (3.46) 

 

ここで，式(3.42)における圧力勾配項の離散化は式(3.33)を用いる．圧力勾配項により修正された

状態が図 3.7(d)である．これらの一連の計算を行うことで流体の計算を行う． 
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図 3.6 E-MPS 法による流体計算アルゴリズム 

  

START

計算条件の入力

粒子の初期配置の入力の入力

粘性項・重力項の計算
（仮の速度）

粒子の移動
（仮の位置）

圧力の計算

圧力勾配項の計算
速度と粒子位置の修正

終了
確認

END

YES

時間ステップ
を進める

NO
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図 3.7 E-MPS 法による流体計算の模式図 
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3.2.7 近傍粒子探索の効率化 

粒子法では，各粒子は影響半径内の粒子との相互作用を計算する必要がある．影響半径内の粒

子を探索する場合，お互いの粒子間の距離を計算して，影響半径よりも小さければ影響半径内で

あると判定する．この時，全粒子𝑁について探索を行うのは𝑂 𝑁 の計算量となる．しかしながら，

粒子法では影響半径内の粒子のみが計算対象となるので，事前に各粒子の影響半径内に入る粒子

を絞り込める仕組みを組み込んでおけば，すべての粒子の距離を求める必要はなくなり，高速に

近傍粒子探索ができるようになる．これまで種々の近傍粒子探索手法が提案されている 64),110),111)

が，本研究では最も利用されているバケット構造を利用した探索法を用いる．この手法は図 3.8

のように空間を一様グリッドに区切ってグリッドを空間インデックスとして利用するものである．

ここで，セルのことをバケットと呼び，バケット 1 辺の長さ𝐷𝐵を影響半径以上（𝐷𝐵 𝑟 ）とる

ことで，近接するバケットのみのアクセスでよい．したがって，2 次元だと 9 バケット，3 次元だ

と 27 バケット内の粒子を探索すればよいため大幅に計算効率が上がる 64)． 

また，特に空間的に粒子が偏在している場合に使用されないメモリが多くなる．そこで，バケ

ットと粒子のデータのアクセスの際に図 3.9 のような線形リストを利用する 110)．つまり，図 

3.9(a)のような粒子状態を考えたとき，図 3.9(b)のような構成になる．なお，図 3.9(a)の円の中に

書かれている数字は粒子番号，格子の中に書かれている数字はバケット番号である．これにより，

メモリ使用量を低減することができる．なお，これらのアルゴリズムは後述する DEM にも適用が

可能である． 

 

 

 
 

図 3.8 バケット構造を利用した探索法の模式図 
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図 3.9 線形リストの模式図 
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3.3 剛体計算の定式化 

剛体である護床ブロックは Koshizuka らの PMS（Passively Moving Solid）モデル 41)を用いる．

複数粒子で構成された剛体を考える．はじめに，剛体構成粒子を密度の異なる流体粒子とみなし，

流体粒子と同様に非圧縮性流体計算によって座標を更新する．この段階では，剛体構成粒子間の

連結は考慮せず，個別に位置および速度を更新するので，剛体粒子の相対的位置関係にずれが生

じる．ただし，クーラン条件により計算時間間隔が微小である．その後，剛体粒子間の相対位置

関係が元に戻るように，速度および位置の修正を行う．このように，PMS モデルは，流れの計算

と剛体補正を交互に繰り返す方法であり，弱連成解析の範疇にはいる．PMS モデルでは粒子法の

相互作用モデルを通じて流体力が体積化して取り込まれるので，剛体粒子の表面応力を計算する

ことなく，剛体の移動を追跡することができる．また，剛体から流体への作用力も，剛体の座標

が変化することで，流体への作用が計算されている．剛体は，構成する剛体粒子が流体から受け

る力で運動するが，形状が変化しないように常に粒子間の相対座標は初期値に保たれる．これが

剛体として流体に与える作用を発生させる．剛体粒子は，最初は E-MPS 法を用いて流体粒子とま

ったく同じ計算をする．その後で，剛体粒子のみ速度と座標を修正するアルゴリズムを加えれば

よく，PMS モデルを E-MPS 法のアルゴリズムに加えることは容易である．また，護床ブロック

の流出を考えるためには護床ブロックの底面摩擦力を考慮する必要がある．そのため，本研究で

は護床ブロックの運動方程式に底面摩擦力を加えたモデルに拡張した． 

 

 

3.3.1 支配方程式 

ここでは護床ブロックのような厚肉弾性体である剛体を対象にモデル化する．1 個の固体を複

数の粒子で表現し，流体と相互作用させつつ剛体として運動させる．2 次元空間において剛体は

並進運動に 2 自由度，回転運動に 1 自由度を持つ．したがって，剛体の支配方程式は次式に示す

2 次元空間における並進，回転についての運動方程式である． 

 

𝑀
𝑑𝑽
𝑑𝑡

𝑭 𝒇 (3.47) 

𝐼
𝑑𝜔
𝑑𝑡

𝑁 (3.48) 

 

ここで，𝑀，𝐼，𝑽，𝜔は剛体の質量，慣性テンソル，剛体重心の並進速度，回転速度である．また，

𝑭，𝑁はそれぞれ剛体に作用する外力とトルク，𝒇は底面から剛体に作用する摩擦力である． 

 

 

3.3.2 剛体の定式化 

流体中の剛体と流体の相互作用は弱連成解析の手法を用いる．本手法では剛体を複数の粒子で

表現し，流体との相互作用は次の方法で計算する．初めに，剛体粒子を密度の異なる流体粒子と

みなして，流体粒子と同様に E-MPS 法による流体計算により各剛体粒子の運動量，角運動量を計
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算する．次に，剛体粒子の相対位置を変化させないように，剛体全体として並進運動量と角運動

量が保たれるよう各剛体粒子の速度と座標を修正する．まず，剛体に作用する外力𝑭とトルク𝑁を

次式で求める． 

 

𝑭 𝑚
𝝊 𝝊

𝛥𝑡
 (3.49) 

𝑁 𝒓 𝒓 𝑚
𝝊 𝝊

𝛥𝑡
𝒓 𝒓 𝑚

𝝊 𝝊
𝛥𝑡

 (3.50) 

 

ここで，𝑚 は剛体粒子の質量，𝒗 𝑣 , 𝑣 は計算前の剛体粒子，𝒗 𝑣 , 𝑣 は計算後

の仮の剛体粒子速度であり，𝒓 𝑟 , 𝑟 ，𝒓 𝑟 , 𝑟 ，∆𝑡はそれぞれ計算前の剛体粒子座標，

剛体重心座標，時間刻み幅であり，右上添え時は時間ステップを表す．摩擦力𝒇は次のとおり計算

する． 

 

𝒇

𝜇𝑊 𝑐𝑜𝑠𝜃      停止時

𝜇 𝑊 𝑐𝑜𝑠𝜃    滑動時

0                     浮遊時

 (3.51) 

 

ここで，𝜇，𝜇 はそれぞれ静止摩擦係数，動摩擦係数，𝑊 は剛体の水中比重，𝜃 は底面の傾きであ

る．これらの式(3.49)，(3.50)，(3.51)を式(3.47)，(3.48)に与えることで，剛体の並進速度𝑽

𝑉 ,𝑉 ，回転速度𝜔 が求まる．剛体粒子の真の粒子速度𝒗 は次式のとおり計算する． 

 

𝑣 𝑉 𝜔 𝑟 𝑟  (3.52) 

𝑣 𝑉 𝜔 𝑟 𝑟  (3.53) 

 

ここで，𝑉 ，𝑉 はそれぞれ，剛体重心の𝑥方向速度，𝑦方向速度である．各剛体粒子の移動は

式(3.54)のように並進運動と回転運動に分離し，回転行列𝑹を用いて次のとおり計算する． 

 

𝒓 𝒓 𝒓 𝒓  (3.54) 

𝒓 𝑽 ∆𝑡 (3.55) 

𝒓 𝑹 𝒓 𝒓  (3.56) 

𝑹 𝑐𝑜𝑠𝜃 𝑠𝑖𝑛𝜃
𝑠𝑖𝑛𝜃 𝑐𝑜𝑠𝜃

 (3.57) 

𝜃 𝜔∆𝑡 (3.58) 

 

ここで，𝒓 ，𝒓 は並進運動による剛体粒子の移動量，回転運動による剛体粒子の移動量，𝜃は

回転角である．  



 

 47

3.3.3 流体・剛体連成解析モデルのアルゴリズム 

剛体計算のアルゴリズムを図 3.10 に示す．剛体計算の模式図は図 3.11 のとおりである．ここ

で，𝑓は個別の剛体粒子に作用する外力を表している．まず，複数の剛体粒子で構成された剛体を

考える（図 3.11(a)）．はじめに，剛体構成粒子を密度の異なる流体粒子とみなし，流体粒子と同

様に E-MPS 法を用いた流体計算により各剛体粒子の運動量，角運動量を計算する（図 3.11(b)）．

次に剛体粒子で構成する剛体に作用する外力𝑭，トルク𝑁，摩擦力𝒇を式(3.49)，(3.50)，(3.51)で求

める（図 3.11(c)）．計算した外力𝑭，トルク𝑁，摩擦力𝒇を式(3.49)，(3.50)に与えることで，剛体

粒子で構成する剛体の並進速度𝑽 ，回転速度𝜔 が求まる（図 3.11(d)）．剛体粒子の真の粒子

速度𝒗 は式(3.52)，(3.53)で計算する．各剛体粒子の移動は式(3.54)のように並進運動と回転運

動に分離し，回転行列𝑹を用いて式(3.55)から式(3.58)で計算する． 
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図 3.10 流体・剛体連成解析のアルゴリズム 

 

 

図 3.11 剛体計算の模式図  

START

計算条件の入力

粒子の初期配置の入力の入力

粘性項・重力項の計算
（仮の速度）

粒子の移動
（仮の位置）

圧力の計算

圧力勾配項の計算
速度と粒子位置の修正

終了
確認

END

YES

時間ステップ
を進める

剛体に働く外力とトルクの計算

流体粒子

剛体粒子

剛体重心の並進速度と
剛体の回転速度の計算

剛体粒子位置の修正

NO
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3.4 DEM の定式化 

固体である土砂は個別要素法（Distinct Element Method，DEM）を用いて計算する．個別要素

法は離散要素法（Descrete Element Method，DEM）とも呼ぶ．DEM は，Cundall と Struck によ

り 1979 年に提案された手法 19)であり，円・球や多角形といった要素もしくはその集合について，

要素同士の接触・滑動を考慮して運動方程式を解くことで，各時刻におけるそれぞれの要素の運

動を逐次追跡する手法である．DEM は微分方程式を近似的に解く連続体解析とは異なる考え方に

基づいており，空間的にバラバラに存在する粒子要素の運動方程式を時間積分するものである．

移動する粒子を計算するために Lagrange 的な解法であり，計算格子は必要ない．移動する粒子を

計算することで，物理現象を再現するという意味で広義的には粒子法の 1 つであるといえるが，

原理的に MPS 法や SPH 法といった連続体解析とは異なるものであるということに注意された

い．したがって，“個別”要素法という名前のとおり，離散体を解くことに適している手法である．

ここでは 2 次元空間における固体のモデル化を行う．なお，本研究では固体粒子は均質の密度の

球形粒子のみを扱う． 

 

 

3.4.1 支配方程式 

2 次元空間における固体の支配方程式は並進ならびに回転についてのニュートンの第二方程式

として次のように表される． 

 

𝑚
𝑑𝒗
𝑑𝑡

𝑭 𝑭 𝑭 𝑭  (3.59) 

𝑰
𝑑𝜔
𝑑𝑡

𝑻 (3.60) 

 

ここで，𝑚 ，𝒗 ，𝑭 ，𝑭 ，𝑭 ，𝑭 ，𝑰，𝜔，𝑻は，それぞれ，固体粒子の質量，固体粒子の速度，

接触力，流体力，流体の圧力，重力，慣性モーメント，角速度，トルクである．本モデルは，式

(3.59)の流体圧力𝑭 は，固体粒子の密度として水中密度を使用することにより，浮力のみを考慮し

た簡便な方法としている． 
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3.4.2 固体の定式化 

DEM では DEM 粒子同士の接触力を計算して式(3.59)，式(3.60)に示す運動方程式を解いてい

く．DEM における接触力は弾性力と粘性減衰の足し合わせであり，図 3.12 のようなフォークト

モデル（Voigt model）を使用する．接触力は法線方向成分と接線方向成分に分けられる．基本的

には法線方向のモデルは要素間の反発力（斥力）を，接線方向は要素間の摩擦力を表現するため

に存在する．ばねは反発力や摩擦力を発揮し，ダッシュポットはエネルギーを減衰させるための

粘性的な挙動を表現する．また，スライダーは摩擦則に基づいて摩擦力の大きさをコントロール

する役割を担当する．接触力の算定においては法線方向と接線方向について分離して考えるため，

全体座標系から局座標系に変換する必要がある．本研究は 2 次元問題を取り扱うため 2 次元空間

における接触力算定の流れについて説明する．図 3.13 のように接触面に沿った局所座標系で法

線方向，接線方向の接触力成分を求め，それを全体座標系に変換する．全体座標系での接触力𝑭 ，

局所座標系での接触力𝑭 を回転行列𝑹を用いて表すと次のとおりとなる． 

 

𝑭 𝑹𝑭  (3.61) 

𝐹
𝐹

𝑐𝑜𝑠𝜃 𝑠𝑖𝑛𝜃
𝑠𝑖𝑛𝜃 𝑐𝑜𝑠𝜃

𝐹
𝐹  (3.62) 

 

ここで，𝐹 ，𝐹 はそれぞれ全体座標系における接触力𝑭 の𝑥方向成分と𝑦方向成分，𝜃は図 3.13 の

ように全体座標系から局所座標系への回転角（接触点法線方向ベクトルの x 軸からの角度），𝐹 ，

𝐹 はそれぞれ局所座標系における接触力𝑭 の法線方向成分と接線方向成分である．接線方向につ

いては限界以上の力が作用すると滑動する条件を与える．すなわち，局所座標系での法線方向お

よび接線方向の接触力は次式で与えられる． 

 

𝐹 𝑘 𝛿 𝜂 𝛿  (3.63) 

𝐹

𝑘 𝛿 𝜂 𝛿                        𝑘 𝛿 𝜂 𝜹 𝜇 |𝐹 |

𝜇 |𝐹 |
𝑘 𝛿 𝜂 𝛿

𝑘 𝛿 𝜂 𝛿
         𝑘 𝛿 𝜂 𝛿 𝜇 |𝐹 |

 (3.64) 

 

ここで，𝑘 ，𝑘 ，𝜂 ，𝜂 はそれぞれ法線および接線方向のバネ定数および粘性減衰係数，𝛿 ，𝛿 は

それぞれの方向の変位，𝛿 ，𝛿 はそれぞれの方向の相対速度，𝜇 は摩擦係数である．接線方向変位

𝛿 は接触点での相対速度を積分することによって次のように計算する． 

 

𝛿 𝛿 𝑑𝑡 (3.65) 

 

ここで，𝑡 は固体計算の時間，𝑡 は固体計算の時間において二つの粒子が初めて接触する時間であ

る． 
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図 3.12 フォークトモデル 

 

 

 

図 3.13 全体座標系と局所座標系 (a)全体座標系 （b）局所座標系 
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3.4.3 パラメータの設定 

DEM のパラメータ設定について説明する．DEM のパラメータは後藤 21)に倣い設定する．計算

時間間隔∆𝑡は解の収束性と安定性の条件から次式を満たすように与える必要がある． 

 

∆𝑡 2
𝑚
𝑘

 (3.66) 

 

これを満足する条件として，吉田ら 112)は，二つのバネに挟まれた質点の 1 自由度振動の固有周期

の 1/20 で計算時間間隔∆𝑡を与えている． 

 

∆𝑡
𝜋

10
𝑚
2𝑘

 (3.67) 

 

この式から∆𝑡を与えたときの𝑘 を逆算すると次のとおりとなる． 

 

𝑘
𝜋

200
𝑚
∆𝑡

 (3.68) 

 

接線方向のバネ定数𝑘 は逓減率𝑠 を横弾性係数𝐺と縦弾性係数（ヤング率）𝐸との比で与えるとす

れば， 

 

𝑠
𝑘
𝑘

𝐺
𝐸

1
2 1 𝜈

 (3.69) 

 

となる．よって，接線方向のバネ定数𝑘 は次のとおり算定する． 

 

𝑘
𝑘

2 1 𝜈
 (3.70) 

 

ここで，𝜈はポアソン比であり，𝜈 0.3である．粘性減衰係数𝜂 ，𝜂 については，フォークトモデ

ル 1 自由度振動系の臨界減衰条件を基準に次のとおり計算する． 

 

𝜂 𝛼 ∙ 2 𝑚 𝑘  (3.71) 

𝜂
𝜂

2 1 𝜈
 (3.72) 

 

式(3.71)において𝛼 1.0とした関係は，粒子間の異常反発の抑制に効果的で頻用される． 
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3.4.4 流体の定式化の補正 

流体・土砂の連成解析を行う場合，「3.2 E-MPS 法の定式化」に示す E-MPS 法の定式化の補

正を行う．本モデルでは，non-slip 条件の壁境界は固定壁粒子を配置する従来の MPS 法と同じ方

法をとる．本モデルは，固体粒子についても河床から離脱するまでは壁面粒子として取り扱う．

一般的な MPS 法の壁粒子の配置は図 3.14(a)に示すような格子配置であるが，固体粒子の場合の

配置は図 3.14(b)に示すような充填配置とすることが多い．その時，壁面境界の密度が不連続とな

る問題が生じる．そのため，固体粒子を壁粒子として取り扱う場合の粒子数密度𝑛 は重み関数𝑤 𝑟

を用いて次式により計算する 104),105)． 

 

𝑛 𝑤 𝒓 𝒓 𝑤 𝒓 𝒓 𝑤 𝒓 𝒓
𝑛
𝑛

 (3.73) 

 

ここで，𝒓 ，𝒓 はそれぞれ粒子𝑖と粒子𝑗の粒子座標，は𝑟粒子間距離であり，𝑛 ，𝑛 はそれぞれ計

算開始前に計算された流体粒子および固体粒子の非圧縮状態の粒子数密度である． 

 

 

 

 

図 3.14 粒子配置 

 

 

3.4.5 固体と流体の相互作用モデル 

本モデルは式(3.59)中の流体力𝑭 として，抗力𝑭 と揚力𝑭 を考慮する．抗力𝑭 は次式により計

算する． 

 

𝑭
1
2
𝜌 𝐴𝐶 𝒖 𝒖 𝒖 𝒖  (3.74) 

 

ここで，𝜌 ，𝐴，𝐶 ，𝒖 ，𝒖 は，それぞれ，流体の密度，固体粒子の投影面積，抗力係数，固体粒

子に対する流体の平均流速ベクトル，固体の粒子速度ベクトルである．抗力係数𝐶 はレイノルズ

数𝑅 に依存し，抗力係数𝐶 とレイノルズ数𝑅 は Schiler-Naumann の式 113)で計算する． 

 

(a) 格子配置 (b) 充填配置
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𝐶  
24
𝑅𝑒

1 0.15𝑅𝑒 .    𝑅𝑒 1000 

0.44                                  𝑅𝑒 1000
 (3.75) 

𝑅𝑒
𝒖 𝒖 𝑑

𝜈
 (3.76) 

 

ここで，𝑑 は固体粒子の粒径である．揚力𝑭 は次式により計算する． 

 

𝑭
1
2
𝜌 𝐴𝐶 𝒖 𝒖 𝒆  (3.77) 

 

ここで，𝐶 ，𝒆 は，それぞれ，揚力係数，流れの方向に対して垂直な上向き方向の単位ベクトル

である．本モデルでは，揚力係数𝐶 は 0.2 を用いる．揚力𝑭 は堆積時，離脱時ともに流れの方向

に対して垂直な上向き方向に与えている．固体粒子𝑖に対する流体の平均流速𝒖 _ は重み関数𝑤 𝑟

を用いて次式により計算する 88)． 

 

𝒖 _

∑ 𝒖 𝑤 𝒓 𝒓

∑ 𝑤 𝒓 𝒓
 (3.78) 

𝑤 𝑟
4

𝑟
𝑟

5
𝑟
𝑟

1        𝑟 𝑟

0                                              𝑟 𝑟
 (3.79) 

 

ここで，𝑟 は影響半径である．本モデルは流体の計算において河床を壁面として取り扱うため河床

内の流れ場を評価していない．式(3.78)で固体粒子に対する流体の平均流速を算出した場合，河床

上の流体の流速のみを参照するため，河床表面付近の固体粒子に対する液体の平均流速が過大に

評価されてしまう．そのため，固体粒子𝑖に対する流体の平均流速の水平成分𝒖 _ は，河床内の液

体の流速を 0 として評価する．固体粒子𝑖の河床の体積比率は計算時点の固体粒子の粒子数密度𝑛

を用いて𝑛 /𝑛 として計算し，水平成分𝒖 _ は次式により水平成分𝒖 _ ′に補正する 104),105)． 

 

𝒖 _ ′ 1
𝑛
𝑛

𝒖 _  (3.80) 
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3.4.6 アルゴリズム 

流体・土砂連成モデルのアルゴリズム 

流体と土砂の連成モデルの計算アルゴリズムを図 3.15 に示す．まず，固体粒子で構成される河

床を配置する．河床から離脱していない固体粒子は E-MPS 法の壁粒子と同様に壁粒子として取

り扱う．そのような状態で，E-MPS 法を用いた流体計算を行う．次に，固体粒子に対する流体の

平均流速を式(3.78)から式(3.80)を用いて計算する．計算された固体粒子に作用する流体の平均流

速を用いて，固体粒子に作用する流体力𝑭 として抗力𝑭 を式(3.74)，揚力𝑭 を式(3.75)より計算す

る．次に，各固体粒子について固体粒子同士の接触判定を行い，接触している固体粒子を対象に

接触力𝑭 を式(3.63)，(3.64)を用いて計算する．計算された接触力𝑭 ，流体力𝑭 を用いて式(3.59)，

(3.60)より固体粒子の並進速度と回転速度の計算を行い，固体粒子の移動を行う．その後，各固体

粒子について河床から離脱判定を行う．一度河床から離脱した固体粒子は壁面として取り扱わず，

流体に直接影響を与えることなく，流体から供給される運動量により駆動し追跡する． 
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図 3.15 流体・土砂連成モデルの計算アルゴリズム 
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流体・固体・剛体連成モデルのアルゴリズム 

流体，土砂（固体），剛体（護床ブロック）の連成モデルの計算アルゴリズムを図 3.16 に示す．

まず，複数の剛体粒子で構成された剛体および固体粒子で構成される河床を配置する．はじめに，

E-MPS 法による流体計算を行う．剛体については，剛体構成粒子を密度の異なる流体粒子と見な

し，流体粒子と同様に E-MPS 法を用いた流体計算により各剛体粒子の運動量，角運動量を計算す

る．その際，河床から離脱していない固体粒子は E-MPS 法の壁粒子と同様に壁粒子として取り扱

う． 

次に，固体粒子に対する流体の平均流速を式(3.78)から式(3.80)を用いて計算する．計算された

固体粒子に作用する流体の平均流速を用いて，固体粒子に作用する流体力𝑭 として抗力𝑭 を式

(3.74)，揚力𝑭 を式(3.75)より計算する．次に，各固体粒子について固体粒子同士の接触判定を行

い，接触している固体粒子を対象に接触力𝑭 を式(3.63)，(3.64)を用いて計算する．計算された接

触力𝑭 ，流体力𝑭 を用いて式(3.59)，(3.60)より固体粒子の並進速度と回転速度の計算を行い，固

体粒子の移動を行う．その後，各固体粒子について河床から離脱判定を行う．一度河床から離脱

した固体粒子は壁面として取り扱わず，流体および剛体に直接影響を与えることなく，流体から

供給される運動量により駆動し追跡する． 

最後に，剛体粒子で構成する剛体に作用する外力𝑭，トルク𝑁，摩擦力𝒇を式(3.49)，(3.50)，(3.51)

で求める．計算した外力𝑭，トルク𝑁，摩擦力𝒇を式(3.49)，(3.50)に与えることで，剛体粒子で構

成する剛体の並進速度𝑽 ，回転速度𝜔 が求まる．剛体粒子の真の粒子速度𝒗 は式(3.52)，

(3.53)で計算する．各剛体粒子の移動は式(3.54)のように並進運動と回転運動に分離し，回転行列

𝑹を用いて式(3.55)から式(3.58)で計算する． 
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図 3.16 流体・土砂・剛体連成モデルの計算アルゴリズム  
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3.5 本章のまとめ 

流体について E-MPS 法，剛体について PMS モデル，土砂について DEM を用いて，流体・土

砂・剛体連成解析モデルを構築した．剛体については護床ブロックの流出現象に適用するため，

底面から剛体に作用する摩擦力を考慮できるモデルに拡張した．流体・土砂の連成解析モデルに

ついて，E-MPS 法による流体計算において河床を構成する固体（土砂）粒子を壁面として取り扱

うことができるようにモデルを拡張した．そこでは，E-MPS 法の壁粒子と河床を構成する固体粒

子の接続部で壁面境界の密度が不連続となる問題が生じるため，粒子数密度の算定式を補正した．

また，河床を構成する固体粒子を壁面として取り扱う場合，E-MPS 法による流体の計算において

河床内の流れ場を評価しないものとなる．これにより，河床表面付近の固体粒子に対する流体の

平均流速が過大に評価されてしまう問題が生じる．そのため，固体粒子に対する流体の平均流速

の算定式を補正した． 

次章以降では「第 2 章 水理模型実験」で実施した水理模型実験結果を用いて，E-MPS 法を用

いた流体解析モデルによる段落ち部の流況特性である潜り噴流および波状跳水の再現性検証，流

体・剛体連成解析モデルによる護床ブロック流出現象への再現性検証，流体・土砂連成解析モデ

ルによる床止め下流の洗掘現象への再現性検証，流体・土砂・剛体連成解析モデルによる床止め

下流の洗掘に伴う護床ブロックの流出現象への再現性検証を行う． 
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第4章  波状跳水・潜り噴流シミュレーションの検証 

4.1 はじめに 

堰や床止めなどの河川横断構造物の破壊現象は，流況，河床，さらに護床工が動的に相互作用

し合う現象である．堰や床止めなどの段落ち部における洗掘現象は，潜り噴流と波状跳水が交互

に発生しながら洗掘が進行する非常に複雑な現象となる 13)．本章では，段落ち部の流況特性であ

る波状跳水・潜り噴流を対象とした固定床条件での E-MPS 法を用いた流況解析を行う．「2.2 段

落ち部における波状跳水・潜り噴流」の実験 Case1-1，Case1-2 で得た実験結果と比較すること

で，E-MPS 法を用いた流況解析による波状跳水・潜り噴流への再現性を検証する 102)． 

 

 

4.2 解析条件 

本研究は鉛直二次元数値計算を行う．計算条件は特に断りのない限り，「2.2 段落ち部におけ

る波状跳水・潜り噴流」に示した実験と同様の条件を用いた．計算範囲は流下方向に，堰部 0.1m，

堰下流 2.5m，計 2.6m とした．下流端に波状跳水のケースで 8cm，潜り噴流のケースで 6cm の

堰を設置して下流側水深ℎ を調整した．単位幅流量𝑞は 0.04m2/s とし，実験において堰上の水深

が波状跳水で 4.33～4.85cm，潜り噴流で 4.23～4.85cm であったことから流入水深は 4.5cm と

し，流入速度は水深方向に一様に 88.89cm/s で与えた．式(3.28)，(3.33)における空間次元数𝑑は

2，粒子径は 2.5×10-3m，影響半径𝑟 は 5.25×10-3m（粒子径の 2.1 倍），音速𝑐は 10.0m/s，密度𝜌

は 1,000kg/m3，時間刻み幅∆𝑡は 1.0×10-4sec とした．動粘性係数𝜈は実験時の水温が約 20℃であ

ったことから 1.00×10-6m3/s とした．堰と下流端堰を含む底面，側面の境界条件として，固定型

の壁粒子を配置し，壁粒子の流速を 0m/s に固定する方法を用いた 38)．解析対象とする時間は助

走計算を含め実時間で 30sec とした． 

 

 

4.3 解析結果 

4.3.1 波状跳水の再現計算 

波状跳水の解析結果は実験 Case1-1 で得た実験結果を用いて検証する．図 4.1 に波状跳水の(a)

流速ベクトル図（実験値），(b)流速ベクトル図（計算値），(c)流速分布図（計算値），(d)鉛直流速

分布図（実験値・計算値）を示す．ただし，実験値の流速ベクトルならびに鉛直流速分布は各測

定地点で 60sec 間計測した平均値を示している．また，計算値の流速ベクトルならびに鉛直流速

分布は計算開始後 20sec から 30sec の 11 時点の平均値を示している．計算水位および流速分布

（流速ベクトルの大きさ）は解析結果がおよそ定常となる計算開始後 25sec 時点の値を示してお

り，下流側水深ℎ は𝑋  200cm で 15.5cm であった．図 4.1(a)の実験結果をみると，主流水脈が

波状を呈して水面近くを流下し，その主流水脈と水路床の間に堰下流から𝐿 = 50cm 以上のローラ

ーが形成されている．実験では，流速測定範囲の関係で𝑋  50cm 下流のローラーの形成状況は

把握できていないが，鈴木らの知見 14)から推定したローラー形成領域は𝐿 = 約 56.0～76.8cm で
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あった．一方，図 4.1(b)より，計算結果は𝐿 = 45cm であった．計算結果は実験結果や鈴木らの知

見と比較して若干狭いものの，流況および水面形が再現できている．なお，計算における𝐿 は，

上流方向の流速が生じている区間を計測したものである． 

また，図 4.1(c)(d)より，鉛直流速分布についても，複雑な流れが生じる堰下流から𝑋   50cm

程度の区間において，計算結果は実験結果の流速値と流速分布を概ね再現できている．一様な流

れとなる𝑋  200cm の鉛直流速分布を図 4.3(a)に示す．これより，一様な流れの流速分布につい

ても良好に再現されていることが確認できる．図 4.1(b)(c)より，計算結果の水面形は実験結果と

比較すると，波形が若干上流側に位置しているため𝑋  30cm の水位は計算結果の方が高く波頂

部となっている．そのため，図 4.1(d)における𝑋  30cm の鉛直流速分布の計算結果は実験結果

と比較して流速値が小さく水面方向に分布した．また，図 4.1(d)の鉛直流速分布を確認すると，

全体的に計算結果は実験結果と比較して，底面を沿う上流方向の流速値が小さい． 
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(a) 流速ベクトル図（実験値） 

 

 

(b) 流速ベクトル図（計算値） 

 

 

 
(c) 流速分布図（計算値） 

 

図 4.1 波状跳水（1/2） 
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(d) 鉛直流速分布（流下方向：正，水面方向：正） 

 

図 4.1 波状跳水（2/2） 
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4.3.2 潜り噴流の再現計算 

潜り噴流の解析結果は実験 Case1-2 で得た実験結果を用いて検証する．前節の波状跳水の計算

結果同様，図 4.2 に潜り噴流の実験結果および計算結果を示す．流速ベクトルならびに鉛直流速

分布の整理方法は前節の波状跳水と同様である．また，計算水位および流速分布（流速ベクトル

の大きさ）は計算開始後 25sec 時点の値を示しており，下流側水深ℎ は𝑋  200cm で 13.0cm で

あった．図 4.2(a)の実験結果をみると，段落ち部で剥離した主流水脈は，その水脈幅を保ったま

ま水路床に衝突するとともに，水路床に沿って水脈幅を広げながら流下している．この主流水脈

と水面との間には𝐿 = 40cm 以上の大きなローラーが形成されている．段落ち直下流の水面付近で

は逆流渦が堰下流から𝐿  =20cm 程度の範囲で形成されている．実験では，流速測定範囲の関係で

𝑋  50cm 下流のローラーの形成状況は把握できていないが，鈴木らの知見から推定したローラ

ー形成領域は𝐿  約 40.5～54.0cm であった．一方，図 4.2(b)より，計算結果は𝐿  55cm，𝐿  

19cm であった．計算結果はローラーおよび逆流渦の形成領域が実験結果や鈴木らの知見と同様

な範囲で形成されており，流況および水面形が再現できている．なお，ローラー下流端の境界は

曖昧であるが，計算における𝐿 は水面の流下方向流速が流下方向の断面平均流速以上となる地点

をローラー下流端として整理したものである．計算における𝐿 は主流水脈の水路床へ再接触点を

計測したものである． 

また，図 4.2(c)(d)より，鉛直流速分布についても，複雑な流れが生じる堰下流から𝑋   50cm

の区間において計算結果は実験結果の流速値および流速分布を概ね再現できている．一様な流れ

となる𝑋  200cm の鉛直流速分布を図 4.3(b)に示す．これより，一様な流れの流速分布について

も良好に再現されていることが確認できる．図 4.2(b)(c)の計算結果の𝑋  30cm 付近から下流に

着目すると，主流水脈が底面に衝突し壁面噴流の特性を示しながら下流側で拡散しているが，図 

4.2(a)の実験結果と比較すると水面方向への拡散が大きく，底面付近の流速が小さくなっている．

また，図 4.2(d)の鉛直流速分布を確認すると，𝑋  10cm 地点の計算結果は実験結果を良好に再

現しているが，主流水脈の底面への再接触点の上流である𝑋  20cm 地点の計算結果は実験結果

と比較して，主流水脈が水面近くに位置し，底面付近の流速値が小さくなっている． 
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(a) 流速ベクトル図（実験値） 

 

 

(b) 流速ベクトル図（計算値） 

 

 

 
(c) 流速分布図（計算値） 

 

図 4.2 潜り噴流（1/2） 
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(d) 鉛直流速分布（流下方向：正，水面方向：正） 

 

図 4.2 潜り噴流（2/2） 

 

 

  

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

-50 0 50 100 150

水
深

（
水

路
床

よ
り

）
（
cm

）

流速（cm/s）

X=10 cm
実験：流下方向

実験：水深方向

計算：流下方向

計算：水深方向

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

-50 0 50 100 150

水
深

（
水

路
床

よ
り

）
（
cm

）

流速（cm/s）

X=20 cm
実験：流下方向

実験：水深方向

計算：流下方向

計算：水深方向

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

-50 0 50 100 150

水
深

（
水

路
床

よ
り

）
（
cm

）

流速（cm/s）

X=30 cm
実験：流下方向

実験：水深方向

計算：流下方向

計算：水深方向

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

-50 0 50 100 150

水
深

（
水

路
床

よ
り

）
（
cm

）

流速（cm/s）

X=50 cm
実験：流下方向

実験：水深方向

計算：流下方向

計算：水深方向



 

 67

 

(a)波状跳水                (b)潜り噴流 

 X=200cm                 X=200cm 

  

 

図 4.3 一様流れ区間における鉛直流速分布（X=200cm，流下方向：正，水面方向：正） 
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4.3.3 再現計算に関する考察 

本研究における再現計算は，実験や鈴木らの知見 14)と比較して次のとおり底面付近の再現性に

課題があった．波状跳水では，ローラーの形成領域𝐿 が狭く，全体的に底面を沿う上流方向の流

速値が小さい結果となった．また，潜り噴流では，𝑋  20cm 地点の主流水脈の底面への再接触

点において底面付近の流速値が小さく，再接触点下流において水面方向への拡散が大きい結果と

なった．これらの理由として，本研究では圧力勾配モデルとして式(3.33)の𝑃 𝑃型の圧力勾配モ

デルを用いていることが挙げられる．𝑃 𝑃型は𝑃 𝑃型に人工斥力が加えられた𝑃 𝑃 2𝑃の

形となっている．そのため，特に圧力が大きくなる底面付近では人工斥力が支配的となり，適切

な圧力勾配が機能しなくなる傾向にあるため，底面付近で流体粒子が動きにくくなったと考えら

れる．より正確な圧力場を解く手法が Ikari ら 94)により提案されている．本研究で用いた E-MPS

法に対しても，今後，より正確な圧力場を解く手法を導入していく必要がある． 

また，本研究で用いたモデルでは，乱流モデルを導入していないことが課題として挙げられる．

粒子法を対象とした乱流モデルの適用の試みは後藤らなど 114)-118)により行われている．また，Arai 

ら 119)は平行平板間に立方体を配置した場を対象に LES モデルを導入した MPS 法により立方体

上面の剥離や立方体下流の渦の再付着といった現象を再現している．本研究における再現計算は

実験および鈴木らの知見と比較して，波状跳水ではローラー形成領域が狭く，潜り噴流では図 

4.2(d)の𝑋  50cm 地点の鉛直流速分布を確認するとローラー領域の再現性が低くなっている．そ

のような現象をより正確に捉えていくためには乱流モデルの導入が必要となると考えられる． 
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4.3.4 粒子径に関する考察 

粒子径の違いによる計算結果への影響を比較するため，前節までの粒子径 2.5mm と粒子径

5.0mm の計算結果を比較した．最初に，波状跳水について比較する．図 4.4 に波状跳水の粒子径

5.0mm のケースの流速ベクトル図（計算値）を示す．その他の計算条件は「4.2 解析条件」と同

様である．ローラー形成領域𝐿 は，実験および鈴木らの知見ではそれぞれ，𝐿  50cm 以上，𝐿  

約 56.0～76.8cm であった．計算では，粒子径 2.5mm と粒子径 5.0mm のケースでそれぞれ，𝐿  

45cm，𝐿  37cm であった．いずれの計算ケースの場合でも実験と鈴木らの知見と比較して𝐿 が

若干狭い結果となるが，粒子径を大きくした場合，その再現性が低下した．次に，潜り噴流につ

いて比較する．図 4.5 に潜り噴流の粒子径 5.0mm のケースの流速ベクトル図（計算値）を示す．

その他の計算条件は 4.(3)節と同様である．ローラーの形成領域𝐿 と逆流渦の形成領域𝐿 は，実験

では𝐿  40cm 以上，𝐿  20cm 程度，鈴木らの知見では𝐿  約 40.5～54.0cm，𝐿  約 16.2

～21.6cm であった．計算では，粒子径 2.5mm のケースは𝐿  55cm，𝐿  19cm，粒子径 5.0mm

のケースは𝐿  48cm，𝐿  18cm であった．いずれの計算ケースの場合でも，実験および鈴木

らの知見と比較して𝐿 および𝐿 は再現できている．ただし，粒子径 5.0mm のケースは粒子径

2.5mm のケースと比較して，主流水脈の底面への再接触点下流である𝑋  30cm 付近において水

面方向への拡散が大きく，底面付近の流速値が小さくなり，実験との再現性が低下した．  

表 4.1 に波状跳水のケースを例に粒子径毎の計算時間，CPU 時間等の比較と使用した計算機を

示す．本計算は OpenMP による並列計算を行っている．E-MPS 法の場合，計算時間は全粒子数

に比例する．2 次元計算の場合，粒子径を 1/2 にすると，全粒子数は約 4 倍となる．また，粒子径

を小さくすると，流速を用いたクーラン数𝐶 と音速を用いたクーラン数𝐶 による数値的な安定条

件より時間刻み幅 を小さくする（計算ステップ数を多くする）必要がある．粒子径を小さくする

ことによる再現性の向上が確認されたが，計算時間とのトレードオフになることから，対象とす

る現象に応じて適切に設定することが必要となる． 

 

 

表 4.1 粒子径の計算時間の比較・計算機 

 

 

 

  

粒子径 (mm) 2.5 5.0

粒子数 65,348 17,637

時間刻み幅 (sec) 1.0×10-4 2.0×10-4

計算ステップ数 300,000 150,000

計算時間 12時間 2時間

CPU時間 59時間 7時間

CPU

OS

コア数

Intel(R) Xeon(R) CPU E5-2660 v2@ 2.20GHz
CentOS release 6.4 (Final)

10

※波状跳水のケース比較．粒子数は計算開始後25sec時点の数．
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図 4.4 波状跳水 流速ベクトル図(計算値，粒子径:5.0mm) 

 

 

 

図 4.5 潜り噴流 流速ベクトル図(計算値，粒子径:5.0mm) 
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4.4 本章のまとめ 

本章では，段落ち部の流況特性である波状跳水および潜り噴流を対象にした固定床条件での鉛

直二次元の E-MPS 法を用いた流体シミュレーションを実施し，対応する水理模型実験と比較す

ることで，E-MPS 法による再現性を検証した．また，計算粒子径の違いによる流況の再現性を比

較した．E-MPS 法により，段落ち部の流況特性である波状跳水および潜り噴流現象を再現するこ

とができた．ただし，本研究で用いたモデルは，波状跳水および潜り噴流の再現計算において，

特に底面付近の流況やローラーの形成領域の再現性が低くなった．より正確な段落ち部の流況特

性を再現していくためには，より正確な圧力場を解く手法の導入や乱流モデルの導入が必要であ

る．また，粒子径を小さくすることによる計算の再現性の向上が確認された．粒子径を小さくす

ることにより計算負荷が増大するため，対象とする現象に応じて適切に設定する必要がある． 
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第5章  固定床条件における護床ブロック流出シミュレーションの検証 

5.1 はじめに 

前章において E-MPS 法を用いた流況解析による段落ち部の流況特性である波状跳水および潜

り噴流現象の再現性を確認した．本章では流体について E-MPS 法，剛体について PMS モデルを

用いて剛体の底面摩擦を考慮した流体・剛体連成モデルを用いた鉛直二次元のシミュレーション

を行う．「2.4 床止めの破壊現象」の実験 Case3-2，3-3 で得た実験結果と比較することで，本モ

デルの護床ブロックの流出現象への適用性を検証する 103),107)． 

 

 

5.2 解析条件 

「2.4 床止めの破壊現象」の実験 Case3-2，3-3 を対象に再現解析として解析 Case3-2，3-3

（以下，Case3-2，3-3 という．）を行う．計算範囲は流下方向に 2.0m とし，下流端は越流する条

件とした．地形条件は，Case3-2 は図 5.1(a)に対応する 5 分時点の地形，Case3-3 は図 5.1(b)に

対応する下流端護床ブロックの流出直前地形である 54 秒時点の地形とした．ただし，護床ブロッ

クは長さ 1.75cm，高さ 1.25cm の矩形とし，これらを縦断方向に 16 列配置した．また，護床ブ

ロックの縦断間隔は 0.25cm とし，その隙間に流体粒子を配置した．実験では護床ブロックの縦

断間隔は 0.05cm 程度であるが，解析は粒子径による空間解像度の制約のため 0.25cm としてい

る．そのため，護床ブロックの上流面において流体からの作用力が過大に評価される可能性があ

り，微小な剛体配置に課題が残る．E-MPS 法を用いた流体解析のパラメータとして，粒子径は

2.5×10-3m，影響半径𝑟 は 5.25×10-3m，音速𝑐は 10.0m/s とした．動粘性係数𝜈は 1.0×10-6m2/s，時

間刻み幅∆tは 1.0×10-4sec，水の密度𝜌 は 1,000kg/m3 とした．また，護床ブロックの密度𝜌 は

2,597kg/m3とし，表 5.1 に示すように護床ブロックの密度は実験と同じブロック重量となるよう

に設定した．単位幅流量𝑞= 0.006m2/s，静止摩擦係数𝜇= 0.6，動摩擦係数𝜇′= 0.6 とした．静止摩

擦係数𝜇と動摩擦係数𝜇′は「港湾の施設の技術上の基準・同解説（H19.7）」120)のケーソンとマウン

トの設計基準を参照した．また，壁面境界条件として，粒子法計算において一般的に使用される

固定型の壁粒子を配置した．壁粒子の圧力は，壁面境界における圧力勾配をゼロとするため，壁

面境界に面する水粒子の圧力を与えた．計算時間は，流れを定常にするため護床ブロックを固定

した状態で助走計算を 60 秒行い，その後，本計算を 120 秒行った． 

 

表 5.1 解析における護床ブロックの形状・密度 

項目 内容 

① 実験における護床ブロック形状 幅 2.5cm×長さ 1.9cm×高さ 1.3cm=6.175cm3 

② 実験における護床ブロック密度 2,300kg/m3 

③ 解析における護床ブロック形状 幅 2.5cm×長さ 1.75cm×高さ 1.25cm=5.469cm3 

④ 解析における護床ブロック密度 

（②×（①／③）） 
2,597kg/m3 
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(a)実験 Case3-2：河床低下量𝛥𝐻=2cm，護床ブロック配置間隔 0.5mm 程度，通水 5 分後 

 
 

 

 

(b)実験 Case3-3：河床低下量𝛥𝐻=4cm，護床ブロック配置間隔 0.5mm 程度，通水 54 秒後 

 
 

図 5.1 実験結果 河床・護床工の状況（再掲） 
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5.3 解析結果 

Case3-2 および Case3-3 の再現解析結果をそれぞれ図 5.2(a)，(b)に示す．本計算開始の時点を

0 秒としている．図 5.2(a)の計算 120 秒時点と図 5.2(b)の計算 0 秒時点の薄紅色の実線は，実験

動画から読み取った護床ブロック流出前における護床工から洗堀孔区間の水位を示している．こ

れより，Case3-2 および Case3-3 の再現解析は実験時の水位を良好に再現していることが確認で

きる． 

Case3-2 の再現解析は図 5.2(a)より，護床ブロックは流出せず，実験と同じ結果となった．次

に，Case3-3 の再現解析は図 5.2(b)より，下流端の護床ブロックが流出し，下流端護床ブロック

の流出をきっかけに，下流側から護床ブロックが次々と流出する実験と同様な現象を再現できた．

また，図 5.3 に Case3-3 における実験と再現解析における護床ブロックの流出数の時間変化を示

す．実験は下流端護床ブロックの流出直前である通水 54 秒時点を経過時間 0 秒，再現解析は本計

算開始時点を経過時間 0 秒として整理している．図 5.3 より，実験は経過時間 10 秒までに下流

端 1 列目から 4 列目までの護床ブロックが次々と流出している．また，経過時間 10 秒後におい

ては，護床ブロックの流出が緩やかとなり，約 1 分間，護床ブロックの流出が生じなかった．し

かし，再現解析では護床ブロックの流出が進行した．これは，実験では，洗堀孔に滞留する護床

ブロックにより洗堀孔の拡大が抑制され，護床ブロックの流出が緩やかとなったが，再現解析は

固定床条件で実施しているためであると考えられる．また，2 列目以降の護床ブロックの流出現

象は洗堀孔の上流側への拡大を伴いながら進行していく現象であるため，固定床条件での解析の

場合，その流出現象の再現性に課題が残る．ただし，護床ブロック流出に伴う段落ち流れの遡上

は捉えられており，上流側の護床ブロックの流体力増加という点で一定の評価はできると考えら

れる．なお，実験 Case3-3 は流量が比較的小さく，常住ら 7)による中小規模出水でみられる傾斜

進行型の破壊現象にあたる．そのため，再現解析における護床ブロックの流出は実験と比較して

過大となった．常住らによると，大規模出水時でみられる局所洗堀進行型の場合，流出した護床

ブロックを下流遠方に流出させながら洗堀孔は急速に上流に進行し大規模化していくことから，

固定床条件での解析の場合，そのような破壊現象は過小評価されると考えられる． 

以上より，再現解析により実験 Case3-2 および Case3-3 の護床ブロック流出の有無を再現し

た．また，Case3-3 について，下流端の護床ブロックが流出し，下流端護床ブロックの流出をき

っかけに，下流側から護床ブロックが次々と流出していく現象を再現した．さらに，護床ブロッ

クの流出が生じた実験 Case3-3 について，再現解析により，洗堀孔変化の影響が比較的小さい経

過時間 10 秒までの護床ブロック流出の進行状況を再現した．ただし，護床工の破壊現象は常住ら

による傾斜進行型や局所洗堀進行型のように洗堀孔変化の影響を大きく受けることから，護床工

の破壊過程をより精度よく把握するためには洗堀孔の変化を考慮したモデルの構築が必要である．

また，様々な護床ブロック形状や実河川の地形状況を考慮すると，護床工の破壊現象を把握して

いく上で横断方向を考慮した三次元解析への拡張も有用であるといえる． 
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（a）Case3-2 の再現解析結果 

 

 

 

（b）Case3-3 の再現解析結果 

 

図 5.2 護床工破壊現象の再現解析結果 

 
図 5.3 護床ブロック流出数（列）の時間変化 
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5.4 本章のまとめ 

本章では流体について E-MPS 法，剛体について PMS モデルを用いて剛体の底面摩擦を考慮し

た流体・剛体連成モデルを用いた鉛直二次元のシミュレーションを行った．「2.4 床止めの破壊

現象」で実施した実験結果を対象とした再現解析として Case3-2 と Case3-3 を実施し，実験

Case3-2 および実験 Case3-3 の護床ブロック流出の有無を再現した．また，Case3-3 について，

下流端の護床ブロックが流出し，下流端護床ブロックの流出をきっかけに，下流側から護床ブロ

ックが次々と流出していく現象を再現した．護床工の破壊は洗堀孔変化の影響を大きく受ける現

象である．そのため，護床工の破壊過程をより精度よく把握するためには洗堀孔の変化を考慮し

た流体・土砂・剛体連成モデルの開発が必要である． 
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第6章  床止め下流の局所洗掘シミュレーションの検証 

6.1 はじめに 

本章では床止め下流の洗掘現象を対象に E-MPS・DEM を用いた鉛直二次元の流体・土砂連成

解析を行う．「2.3 床止め下流の洗掘現象」の実験 Case2-2 で得た実験結果と比較することで，

本モデルの床止め下流の洗掘現象の再現性を検証する 104),105)． 

 

 

6.2 解析条件 

本章では，「2.3 床止め下流の洗掘現象」において床止め下流の洗掘現象を把握するために実

施した実験 Case2-2 を対象に鉛直二次元数値解析を行う．E-MPS 法の計算粒子である流体粒子，

壁粒子の計算粒子径𝑑 および DEM の固体粒子の粒径𝑑 は 1.0×10-3m とした．解析モデルを図 

6.1 に示す．実験 Case1 と同様な地形条件とし，床止め下流に河床として固体（土砂）粒子を設

置した．ただし，計算量を軽減させるため，平坦部と 1/25 区間の 37.5cm のみに固体粒子を設置

し，その下流は固定床として壁面粒子を設置した．また，1/350 区間は 20cm とした．実験 Case2-

2 において，通水 10 分後の洗掘孔下流の河床が河床低下量∆𝐻=1.5cm の高さまで低下したことか

ら，その河床低下を再現可能な範囲まで固体粒子を配置している．解析における物性値を表 6.1

に示す．式(3.74)および式(3.77)より，固体粒子に作用する流体力は粒径の 2 乗に比例する．式

(3.59)より，固体粒子の加速度は粒径の 3 乗に反比例する．よって，本解析では，実験と解析で作

用力と加速度の関係を相似させるため，砂の水中比重 1.65 に実験砂の粒径𝑑 と計算の固体粒子

径𝑑 の比を乗じて固体粒子の水中比重を𝑅  1.25 とした（表 6.2）．計算時間間隔∆𝑡は，流体は式

(3.39)および(3.40)，固体は式(3.66)より設定し，双方を満足する 5.0×10-5sec とした．本モデルは

流体粒子，固体粒子の計算粒子径を合わせる必要がある．そのため，固体粒子に合わせて液体粒

子を小さくする必要があるため，流体の計算時間間隔∆𝑡が小さくなり，計算負荷が大きくなって

いる．解析期間は固体粒子を固定した状態で流体が定常状態となる 10sec の助走計算を行い，そ

の後，本計算を 50sec 行った． 

 

 

 

 

図 6.1 解析モデル 
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表 6.1 解析における物性値 
E-MPS（液体）粒子  DEM（固体）粒子      

𝑑  ：計算粒子径 (m) 1.0×10-3 𝑑  ：粒径 (m) 1.0×10-3 

𝑟  ：影響半径 (m) 2.1×10-3 𝑅 ：砂の水中比重 ( - ) 1.25 
𝜌  ：水の密度 (kg/m3) 1,000 𝑘  ：バネ定数（法線） (N/m) 1.29×10 

𝜈 ：動粘性係数 (m2/s) 1.0×10-6 𝑘  ：バネ定数（接線） (N/m) 4.97 

𝑐 ：音速 (m/s) 10.0 𝜂  ：粘性減衰係数（法線） (Ns/m) 5.82×10-3 

  𝜂  ：粘性減衰係数（接線） (Ns/m) 3.61×10-3 

  𝜇 ：摩擦係数 ( - ) 0.577     

 

 

 

表 6.2 解析における砂の水中比重 

項目 内容 

① 実験における砂の水中比重 1.65 

② 実験砂の粒径𝑑  0.76mm 

③ 解析における固体粒子の粒径 1.0mm 

④ 解析における砂の水中比重 

（①×（②／③）） 
1.25 
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6.3 解析結果 

本計算 30 秒時点の解析結果を図 6.2 に示す．図 6.2 の黒線と赤線は，それぞれ実験 Case2-2

の通水 10 分後の実験動画から読み取った水位と河床高を示している．また，茶線は本計算 50 秒

時点の解析結果における河床高を示しており，本計算 30 秒時点で河床形状は概ね定常状態にな

っていることが確認できる．なお，解析結果は洗掘孔および洗掘孔下流の河床は静的平衡状態で

あった．流況の再現性として解析水位と実験水位を比較すると，跳水区間は時々刻々と変化する

ことや気泡が生じることから差異があるものの，解析結果は実験を概ね再現できている．また，

解析における洗掘孔形状は洗掘孔長𝐿  43.5cm，洗掘孔深𝑍  5.8cm であり，実験の洗掘孔形

状と同程度であった．洗掘孔の上流面の勾配について，解析結果は実験をよく再現できている．

実験における局所洗掘は，洗掘孔下流に流送されてきた土砂が堆積しながらも徐々に河床低下が

進行し，それに伴い床止め下流の流況が潜り噴流と潜り噴流から波状跳水への移行流域に変化を

繰り返しながら徐々に洗掘孔の拡大が進行した．一方で，本モデルは一度河床から離脱した固体

粒子は壁面として取り扱わないため，河床の再堆積を考慮していない．そのため，解析における

局所洗掘は噴流により一気に洗掘孔の拡大が進行した．その後，流況は潜り噴流，潜り噴流から

波状跳水への移行領域へと変化し，実験と比較して短い時間で河床形状が定常状態まで到達した．

また，実験 Case2-2 の通水 10 分後において洗掘孔および洗掘孔下流の河床は動的平衡状態であ

ったが，解析では洗掘孔および洗掘孔下流の河床は静的平衡状態であった．Hoffmans12)は水平流

れについての洗掘深式をニュートンの第 2 方程式を用いて導出している．これによると，水平流

れの洗掘孔の規模は，水平流れの流速，洗掘孔下流の流速，堆積土砂の粒径等により規定される

ものである．よって，経時的な洗掘孔変化の再現性に課題があるものの，本モデルにより実験

Case2-2 における洗掘孔形状を良好に再現することができた． 

 

 

 

図 6.2 解析結果 

 

 

6.4 本章のまとめ 

本章では床止め下流の洗掘現象を対象に E-MPS・DEM を用いた鉛直二次元の流体・土砂連成

解析を行った．「2.3 床止め下流の洗掘現象」の実験結果を対象とした再現解析により，経時変

化の再現性に課題を残すものの，実験における洗掘孔形状を良好に再現することができた． 
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第7章  床止め下流の局所洗掘に伴う護床ブロック流出シミュレーション

の検証 

7.1 はじめに 

前章において E-MPS・DEM を用いた流体・土砂連成解析モデルによる床止め下流の洗掘現象

への再現性を確認した．本章では，洗掘に伴う護床工の破壊現象（護床ブロックの流出現象）を

対象に流体・土砂・剛体連成解析を行う．流体については E-MPS 法，土砂（固体）については

DEM，剛体（護床ブロック）については PMS モデルを用いた．解析結果と対応する水理模型実

験結果と比較することで床止め下流の洗掘に伴う護床工の破壊現象の再現性を検証する．再現対

象は「2.4 床止めの破壊現象」で実施した実験 Case3-3 とする 105)． 

 

 

7.2 解析条件 

本章では床止め下流の洗掘に伴う護床工の破壊現象を把握するために「2.4 床止めの破壊現象」

で実施した実験 Case2-3 を対象に鉛直二次元数値解析を行う．E-MPS 法の計算粒子である流体

粒子，壁粒子，剛体粒子の計算粒子径𝑑 および DEM の固体（土砂）粒子の粒径𝑑 は 1.0×10-3m

とした．解析モデルを図 7.1 に示す．実験 Case3-3 と同様な地形条件とし，床止め下流に護床工

区間を設置し，護床工下流に河床として固体粒子を設置した．ただし，計算量を軽減させるため，

1/12.5 区間の 30.0cm のみに固体粒子を設置し，その下流は固定床として壁粒子を設置した．ま

た，1/350 区間は 20cm とした．実験 Case2 において，下流端護床ブロックが流出する直前であ

る通水 54 秒後の洗掘孔長は𝐿  10cm であったことから，それよりも十分に長い区間に固体粒子

を設置している．また，本解析では計算量の都合上，実験 Case2-3 において下流側 4 列の護床ブ

ロックが一気に流出した現象に着目し，護床ブロック 5 列のみをモデル化した．護床ブロック下

部には固体粒子を設置した．護床ブロック形状は実験と同様，長さ 1.9cm，高さ 1.3cm とした．

本解析では護床ブロックは隙間なく敷き詰めて設置した．解析における物性値を表 7.1 に示す．

「6.2 解析条件」と同様の理由により砂の水中比重を𝑅  1.25 とした（表 7.2）．計算時間間隔

∆𝑡についても「6.2 解析条件」と同様に 5.0×10-5sec とした．解析期間は固体粒子および剛体粒

子を固定した状態で流体が定常状態となる 10sec の助走計算を行い，その後，本計算を 60sec 行

った． 

 

 
図 7.1 解析モデル 
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表 7.1 解析における物性値 
E-MPS 粒子 DEM 粒子     

𝑑  ：計算粒子径 (m) 1.0×10-3 𝑑  ：粒径 (m) 1.0×10-3 

𝑟  ：影響半径 (m) 2.1×10-3 𝑅 ：砂の水中比重 ( - ) 1.25 
𝜌  ：水の密度 (kg/m3) 1,000 𝑘  ：バネ定数（法線） (N/m) 1.29×10 

𝜈 ：動粘性係数 (m2/s) 1.0×10-6 𝑘  ：バネ定数（接線） (N/m) 4.97 

𝑐 ：音速 (m/s) 10.0 𝜂  ：粘性減衰係数（法線） (Ns/m) 5.82×10-3 

𝜌  ：護床ブロックの密度 (kg/m3) 2,300 𝜂  ：粘性減衰係数（接線） (Ns/m) 3.61×10-3 

𝜇  ：護床ブロックの静止摩擦係数 ( - ) 0.6 𝜇 ：摩擦係数 ( - ) 0.577 

𝜇 ′ ：護床ブロックの動摩擦係数 ( - ) 0.6      

 

 

表 7.2 解析における砂の水中比重 

項目 内容 

① 実験における砂の水中比重 1.65 

② 実験砂の粒径𝑑  0.76mm 

③ 解析における固体粒子の粒径 1.0mm 

④ 解析における砂の水中比重 

（①×（②／③）） 
1.25 

 

 

 

7.3 解析結果 

解析結果を図 7.2(a)～(c)に示す．本計算開始の時点を 0 秒としている．図 7.2(a)に解析におけ

る下流端護床ブロック流出直前の状態を示す．洗掘孔形状は洗掘孔長𝐿  11.3cm，洗掘孔深𝑍  

6.0cm，下流端護床ブロックは下流面が土砂から露出している状態であり，実験 Case2-3 と同様

な状態であった．このような状態となった直後，噴流から作用される流体力により下流端護床ブ

ロックが流出し，洗掘孔が上流側に拡大した（図 7.2(b)）．その後，護床ブロックは，解析 18.5 秒

後で 2 列目，解析 22.5 秒後で 5 列目が流出し，解析 30 秒後は洗掘孔が移動床区間の上流端まで

拡大した（図 7.2(c)）．解析結果は実験と同様，護床工下流の局所洗掘が拡大し，下流端護床ブロ

ックの流出をきっかけに洗掘孔の上流側への拡大および噴流の上流への遡上を伴いながら次々と

護床ブロックが流出していく現象を再現することができた．なお，解析では下流側から 4 列目と

5 列目の護床ブロック間に隙間が生じたため，2 列目から 4 列目の護床ブロックが一体となって

滑動し，河床を保護してしまったため，2 列目の護床ブロックの流出が実験と比較して遅くなっ

た．解析は護床ブロックの初期配置で隙間を設けなかったこと，河床の条件についても実験と異

なり単一粒径であること，鉛直二次元数値解析であることなどにより，流出過程に差異が生じた

と考えられる． 
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(a)解析結果：本計算 3.2 秒後 

 

 

 

(b)解析結果：本計算 4.0 秒後 

 

 

 

(c)解析結果：本計算 30 秒後 

 

 

図 7.2 解析結果 
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7.4 本章のまとめ 

本章では床止め下流の洗掘現象を対象に E-MPS・DEM を用いた鉛直二次元の流体・土砂・剛

体連成解析により，「2.4 床止めの破壊現象」の実験結果を対象とした再現解析を行った．解析

結果は，実験で得られた結果と同様，下流端護床ブロックは，護床工下流に洗掘孔が発達し，下

流面が土砂から露出している状態となった直後，噴流から作用される流体力により下流端護床ブ

ロックが流出し，洗掘孔が上流側に拡大していく現象を再現することができた．また，洗掘孔の

上流側への遡上に伴い，一気に護床ブロックが流出していく現象を概ね再現することができた． 
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第8章  床止めの破壊限界評価手法 

8.1 はじめに 

山本ら 6)は，床止め設置後に河床低下が進行していく状況を想定し，床止めが変状・破壊する

水理条件として単位幅流量𝑞と下流端水位ℎ の組み合わせで移動床水理模型実験を実施し，各組み

合わせにおける変状・破壊の状況をマトリックスとして整理している．なお，下流端水位ℎ は河

床低下が進行していく状況を想定したものであり，下流端水位ℎ の低下は床止め下流の河床低下

量∆𝐻と置き換えることができる．山本らのマトリックスによると，単位幅流量𝑞の増加および下

流端水位ℎ の低下に伴い，床止めの急激な破壊進行，つまり，破壊限界となる局面になることが

報告されている．また，「2.4 床止めの破壊現象」における実験 Case3-2，3-3 の結果より，本研

究の実験条件下では，単位幅流量𝑞  0.006m2/s の場合，河床低下量∆𝐻が 2cm から 4cm に低下

することにより，護床工が破壊しない水理条件から破壊する水理条件に移行することが確認され

た．また，実験 Case2-1～Case2-3 の河床低下量𝛥𝐻と洗掘孔形状の関係から，河床低下量𝛥𝐻が大

きくなることにより護床工下流端の露出深𝑍 も大きくなり，護床ブロックが流出する条件となる

と考えられる．よって，山本ら 6)の報告と同様，本実験からも，河床低下量𝛥𝐻は護床工の急激な

破壊（護床ブロックの流出）に対する管理指標の一つであるといえる．以上より，床止めの下流

側の河床低下が進行し，護床工が下流側から急激に破壊が進行していく現象は単位幅流量𝑞と河床

低下量∆𝐻の関係から，その破壊限界を評価できると考えらえる． 

本研究では，前章までに固定床条件における護床ブロックの流出を把握する流体・剛体連成解

析モデルと，移動床条件における護床ブロックの流出を把握する流体・土砂・剛体連成解析モデ

ルを構築した．「2.4 床止めの破壊現象」で実験から確認したとおり，河床低下に起因する護床

工の急激な破壊は，護床工下流の局所洗掘の発生により護床工下流端の護床ブロック（下流端護

床ブロック）に大きな流体力が作用することにより，下流端護床ブロックの流出がトリガーとな

る．そして，下流端護床ブロックの流出により洗掘孔が上流側へ遡上することにより，その 1 つ

上流側の護床ブロックに作用する流体力が大きくなり，次々と護床ブロックが流出している．よ

って，護床ブロックの流出を評価するためには移動床条件で洗掘孔の変化を評価可能なモデルで

ある必要がある．一方で，下流端護床ブロックの流出が急激な破壊のトリガーとなることから，

下流端護床ブロックの流出の有無を評価することで，護床工の安定性評価をある程度は評価可能

である． 

移動床条件に対応した流体・土砂・剛体連成解析モデルは洗掘孔の変化を評価可能であるが，

固体（土砂）粒子を配置するため計算負荷が大きくなる．また，本モデルは固体粒子と流体粒子

の計算粒子径を同じにする必要がある．そのため河床材料条件に応じて固体粒子の計算粒子径を

小さくする場合，流体粒子の計算粒子径を小さくする必要がある．つまり，計算粒子数が膨大に

増加するため固定床条件のモデルと比較して計算負荷が大きくなる．よって，既往の知見または

移動床水理模型実験により洗掘孔形状を予測可能な場合，それと合わせて固定床条件の流体・剛

体連成解析モデルを用いて下流端護床ブロックの流出の有無，つまり護床工の破壊限界の評価を

する方が都合がよい場合も考えられる．よって，本研究では床止めの破壊限界評価手法として，
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固定床条件の流体・剛体連成解析モデルを用いて評価する方法と，移動床条件の流体・土砂・剛

体連成解析モデルを用いて評価する方法の 2 つを提案する． 

 

 

8.2 固定床条件での床止めの破壊限界評価手法 

8.2.1 評価方法 

「3.3.3 流体・剛体連成解析モデルのアルゴリズム」で構築した固定床条件である流体・剛体

連成解析モデルを用いて，床止めの破壊限界評価を行う．床止めの破壊限界評価として，急激な

護床工破壊のトリガーとなる護床工下流端の護床ブロック（下流端護床ブロック）の流出の有無

を評価する．単位幅流量𝑞と河床低下量∆𝐻の組み合わせ，計 9 ケースの鉛直二次元の数値解析を

実施し，下流端護床ブロックの流出の有無を評価する．単位幅流量𝑞として 0.006，0.009，0.012 

m2/s，河床低下量∆𝐻として 2，3，4cm を対象とする． 

 

8.2.2 解析条件 

護床ブロックは長さ 1.75cm，高さ 1.25cm の矩形とし，これらを縦断方向に 16 列配置した．

また，護床ブロックの縦断間隔は 0.25cm とし，その隙間に流体粒子を配置した．E-MPS 法を用

いた流体解析のパラメータとして，粒子径は 2.5×10-3m，影響半径𝑟 は 5.25×10-3m，音速𝑐は

10.0m/s とした．動粘性係数𝜈は 1.0×10-6m2/s，時間刻み幅∆tは 1.0×10-4sec，水の密度𝜌 は

1,000kg/m3 とした．護床ブロックの密度𝜌 は 2,597kg/m3 とし，表 8.1 に示すように護床ブロッ

クの密度は実験と同じブロック重量となるように設定した．静止摩擦係数𝜇 =0.6，動摩擦係数

𝜇′=0.6 とした．静止摩擦係数𝜇と動摩擦係数𝜇′は「港湾の施設の技術上の基準・同解説（H19.7）」
120)のケーソンとマウントの設計基準を参照した．また，壁面境界条件として，粒子法計算におい

て一般的に使用される固定型の壁粒子を配置した．壁粒子の圧力は，ここでは，壁面境界におけ

る圧力勾配をゼロとするため，壁面境界に面する流体粒子の圧力を与えた．計算時間は，流れを

定常にするため護床ブロックを固定した状態で助走計算を 60 秒行い，その後，本計算を 120 秒

行った． 

単位幅流量𝑞は 0.006，0.009，0.012m2/s，河床低下量∆𝐻は 2，3，4cm とし，各組み合わせの

計 9 ケースとした．護床ブロックの流出を評価するためには単位幅流量𝑞と河床低下量∆𝐻に応じ

た洗堀孔形状の把握が重要となる．そこで，本研究では，「2.3 床止め下流の洗掘現象」および

「2.4 床止めの破壊現象」の移動床水理模型実験から，単位幅流量𝑞と河床低下量∆𝐻に対する洗

堀形状を，図 8.1 に示すような洗堀孔長𝐿，洗堀孔深𝑍 ，洗堀中心位置𝑥，露出深𝑍 で表現する洗

堀形状モデルを設定した．洗掘形状モデルの設定に用いた実験ケースは表 8.2 のとおりである．

その洗堀形状モデルを図 8.2 に示す．洗堀孔形状モデルにおいて，表 8.2 に示す単位幅流量𝑞と

河床低下量∆𝐻の組み合わせ以外のものは線形補間で設定している．本解析では単位幅流量𝑞と河

床低下量∆𝐻に応じた洗堀形状を固定型の壁粒子を配置することで再現する．ここで設定した洗堀

形状モデルは洗堀形状を得た実験に限りがあるため，その精度に課題があり，より正確な単位幅

流量𝑞と河床低下量∆𝐻に応じた洗堀形状を把握するためには，より多くの洗堀形状把握のための

実験を実施する必要があることに留意されたい．  
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表 8.1 解析における護床ブロックの形状・密度 

項目 内容 

① 実験における護床ブロック形状 幅 2.5cm×長さ 1.9cm×高さ 1.3cm=6.175cm3 

② 実験における護床ブロック密度 2,300kg/m3 

③ 解析における護床ブロック形状 幅 2.5cm×長さ 1.75cm×高さ 1.25cm=5.469cm3 

④ 解析における護床ブロック密度 

（②×（①／③）） 
2,597kg/m3 

 

 

 

 

 

図 8.1 洗掘形状モデルの設定方法 

 

 

 

表 8.2 洗掘形状モデルの設定に用いた実験ケース 

Case 単位幅流量 q 

(m2/s) 

河床勾配 I 河床条件 粒径 d60 

(mm) 

河床低下量 

ΔH(cm) 

護床ブロック 

配置間隔(mm) 

2-1 0.012 1/350 移動床 0.76 0 護床工無し 

2-2 0.012 1/350 移動床 0.76 2 護床工無し 

2-3 0.012 1/350 移動床 0.76 4 護床工無し 

3-2 0.006 1/350 移動床 0.76 2 0.5 程度 

 

 

  

護床
ブロック

q 露出深Zb

洗堀孔中心位置x

洗堀孔長L

洗堀孔深Zd
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図 8.2 洗掘形状モデル 
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8.2.3 検討結果 

単位幅流量𝑞と河床低下量∆𝐻の組み合わせで，流体・剛体連成解析モデルを用いて固定床条件

における鉛直二次元の数値解析を実施し，護床工の破壊限界を把握した結果を図 8.3 に示す．こ

こでは本計算開始 10 秒後の計算結果を示している．本検討の条件下では，いずれの単位幅流量𝑞

においても，河床低下量∆𝐻が 2cm から 3cm に低下すると護床工の破壊が生じることから，河床

低下量∆𝐻   3cm が破壊限界として評価できる．いずれの単位幅流量𝑞においても，河床低下量

∆𝐻  2cm の場合，洗堀孔形状は下流端護床ブロックの下流面は河床から全露出していない状態

となる．そのため，護床ブロックの流出に対して河床の抵抗が生じるため，護床工の破壊は生じ

ない結果となった．また，図 8.4 に破壊が生じた単位幅流量𝑞と河床低下量∆𝐻の組み合わせを対

象とした護床ブロックの流出数の時間変化を示す．本計算開始時点を経過時間 0 秒として整理し

ている．図 8.4 より，単位幅流量𝑞  0.006m2/s，河床低下量∆𝐻  3cm の組み合わせを除いて，

いずれの組み合わせの場合でも経過時間 10 秒程度までは護床ブロックの流出数に大きな差はな

い．経過時間 10～20 秒後以降は単位幅流量𝑞が大きく，河床低下量∆𝐻が大きいほど護床ブロック

の流出が早くなる傾向が確認された． 

以上より，実験等により洗堀形状を設定することにより，固定床条件の流体・剛体連成モデル

を用いて，単位幅流量𝑞と河床低下量∆𝐻に応じた護床工の破壊限界について一定の評価が可能で

あることを示した． 
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図 8.4 単位幅流量・河床低下量に応じた護床ブロック流出数（列） 
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8.3 移動床条件での床止めの破壊限界評価手法 

8.3.1 評価方法 

「3.4.6 (2) 流体・固体・剛体連成モデルのアルゴリズム」で構築した移動床条件である流体・

土砂・剛体連成解析モデルを用いて，床止めの破壊限界評価を行う．床止めの破壊限界評価とし

て護床工下流の洗掘に伴う護床工（護床ブロック）の流出の有無を評価する．単位幅流量𝑞と河床

低下量∆𝐻の組み合わせ，計 9 ケースの鉛直二次元数値解析を実施し，下流端護床ブロックの流出

の有無を評価する．対象とする条件は「2.4 床止めの破壊現象」に示す実験 Case3-2，3-3 とす

る．実験における河床材料の粒径は 0.76mmである．単位幅流量𝑞として 0.006，0.009，0.012m2/s，

河床低下量∆𝐻として 0，2，4cm を対象とする． 

 

 

8.3.2 解析条件 

本解析は鉛直二次元数値解析である．計算範囲は図 8.5 に示すように流下方向に 1.72m とし，

床止め，移動床区間を設定し，水路勾配𝐼  1/350，下流端は自由流出越流条件とした．計算条件

を表 8.3，計算における物性値を表 8.4 に示す．計算コストの関係で流体および剛体の計算粒子

径𝑑 および固体の粒子径𝑑 は 5.0×10-3 m とした．護床ブロックの密度𝜌 は 1,890kg/m3とし，表 

8.5 に示すように護床ブロックの密度は実験と同じブロック重量となるように設定した．砂の水

中密度について，「6.2 解析条件」と同様の理由により，対象とする河床材料の粒径 0.76mm に

対して，解析では固体の粒子径𝑑 は 5.0×10-3 m とするため，砂の水中比重を𝑅  0.25 とした（表 

8.6）．解析ケースは護床工下流の河床低下に起因する護床工の破壊限界評価のため，複数の単位

幅流量𝑞と下流河床低下量∆𝐻の組み合わせたものとする．対象とする単位幅流量𝑞と河床低下量

∆𝐻は，単位幅流量𝑞  0.006，0.009，0.012m2/s，河床低下量∆𝐻  0，2，4cm とし，それぞれ

を組み合わせた計 9 ケースを解析ケースとする． 

 

 

 

 

図 8.5 解析モデル 
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表 8.3 解析条件 

項目 内容 備考 

単位幅流量𝑞 (m2/s) 0.006 ～ 0.012 流入高ℎ は限界水深とし，流入速度は

𝑞/ℎ を設定． 

下流河床低下量∆𝐻 (m) 0.00 ～ 0.04  

護床ブロック 形状 (m) 長さ×高さ = 0.02×0.015  

 密度 (kg/m3) 1,890 実験と同じブロック重量となるように

設定（表 8.5）． 

 配置数 16 列  

 配置間隔 間隔なし  

 構造 単体 連結なし 

 静止摩擦係数 0.6  

 動摩擦係数 0.6  

計算時間間隔𝛥𝑡 (sec) 5.0 × 10-5  

計算時間 (sec) 60  

 

 

表 8.4 解析における物性値 

E-MPS 流体粒子   DEM 固体粒子  

𝑑 ：計算粒子径（m） 5.0× 10-3  𝑑 ：粒径（m） 5.0× 10-3 

𝑟：影響半径（m） 10.5× 10-3  𝑅：砂の水中比重（ - ） 0.25 

𝜌 ：水の密度（kg/m3） 1,000  𝑘 ：バネ定数（法線）（N/m） 3.23× 102 

𝜈：動粘性係数（m2/s） 1.0 × 10-6  𝑘 ：バネ定数（接線）（N/m） 1.24× 102 

𝑐：音速（m/s） 10.0  𝜂 ：粘性減衰係数（法線）（Ns/m） 1.45× 10-1 

𝑞：単位幅流量（m2/s） 0.012  𝜂：粘性減衰係数（接線）（Ns/m） 9.02× 10-2 

   𝜇：摩擦係数（ - ） 0.577 

 

 

表 8.5 解析における護床ブロックの形状・密度 

項目 内容 

① 実験における護床ブロック形状 幅 2.5cm×長さ 1.9cm×高さ 1.3cm=6.175cm3 

② 実験における護床ブロック密度 2,300kg/m3 

③ 解析における護床ブロック形状 幅 2.5cm×長さ 2.0cm×高さ 1.5cm=7.500m3 

④ 解析における護床ブロック密度 

（②×（①／③）） 
1,890kg/m3 
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表 8.6 解析における砂の水中比重 

項目 内容 

① 実験における砂の水中比重 1.65 

② 実験砂の粒径𝑑  0.76mm 

③ 解析における固体粒子の粒径 5.0mm 

④ 解析における砂の水中比重 

（①×（②／③）） 
0.25 

 

 

8.3.3 検討結果 

単位幅流量𝑞と河床低下量∆𝐻の組み合わせで，流体・土砂・剛体連成解析モデルを用いて移動

床条件における鉛直二次元の数値解析を実施し，護床工の破壊限界を把握した結果を図 8.6 に示

す．ここでは本計算開始 1 分後の計算結果を示している．解析結果より，本検討の対象とした条

件においては，単位幅流量𝑞が 0.006，0.009，0.012m2/s の範囲では下流河床低下量∆𝐻が 2cm か

ら 4cm になると護床工の破壊（護床ブロックの流出）が発生する結果となった．河床低下量∆𝐻が

4cm の場合，単位幅流量𝑞が 0.006，0.009，0.012m2/s のいずれの場合においても，護床工下流で

局所洗堀が発生し，護床ブロックが流出した．河床低下量∆𝐻が 4cm の場合に着目すると，単位幅

流量𝑞の増加に伴い，護床ブロックの流出が多くなる．河床低下量∆𝐻が 0cm および 2cm の場合，

単位幅流量𝑞が 0.006，0.009，0.012m2/s のいずれの場合においても，護床工下流の局所洗堀また

は河床低下が生じるものの，護床ブロックの流出は発生しなかった．河床低下量∆𝐻が 2cm の場

合に着目すると，単位幅流量𝑞が 0.006m2/s から 0.009m2/s の増加に伴い，護床工下流の局所洗堀

規模が大きくなる．一方，単位幅流量𝑞が 0.009m2/s と 0.012m2/s の場合では，0.012m2/s の方が

洗堀長は長いものの最大洗堀深に大きな差はみられない．これは，流量規模の増大に伴い，流下

方向への直線的な流れが強くなったことが要因であると考えられる． 

以上より，移動床条件の流体・土砂・剛体連成モデルを用いて，単位幅流量𝑞と河床低下量∆𝐻に

応じた護床工下流の洗掘に伴う護床工の破壊限界について評価が可能であることを示した．本検

討は，計算コストの関係で対象とする河床材料の粒径 0.76mm に対して，解析では固体の粒子径

𝑑 は 5.0×10-3 m としている．本手法を用いて護床工の破壊限界を評価するためには，複数の解析

ケースを実施する必要があることから，本モデルに高速化手法を取り入れていくことが望まれる．

また，護床ブロックは三次元性を有する形状をもつ種類も多く存在する．また，河川の流況は床

止め等の構造物形状，河道地形などから横断分布をもつ現象である．その課題に対して，事前に

平面二次元流況解析等により流況の横断分布を把握し，危険側の評価として横断的に最も多い流

量を本手法の条件にするといった方法も考えられる．しかしながら，前述したとおり，護床ブロ

ックにも三次元性を有する形状をもつ種類のものも多い．よって，今後，三次元の流体・土砂・

剛体連成解析モデルの開発が望まれる． 
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8.4 本章のまとめ 

本章では床止めの破壊限界（護床ブロックの流出）の評価手法として，固定床条件の流体・剛

体連成解析モデルを用いて評価する方法と，移動床条件の流体・土砂・剛体連成解析モデルを用

いて評価する方法の 2 つを提案した．固定床条件の流体・剛体連成モデルを用いた評価手法では，

実験等により洗堀形状を設定し，単位幅流量𝑞と河床低下量∆𝐻を組み合わせた解析ケースを実施

することにより，護床工の破壊限界について一定の評価が可能であることを示した．移動床条件

の流体・土砂・剛体連成モデルを用いた評価手法では，単位幅流量𝑞と河床低下量∆𝐻に応じた護

床工下流の洗掘に伴う護床工の破壊限界について評価が可能であることを示した．ただし，今後，

様々な床止めの護床工破壊限界評価に適用していくためには，三次元モデルへの拡張や計算の高

速化が望まれる． 
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第9章  結論および今後の課題 

9.1 結論 

本研究は，既往の研究 4)-6)より，床止めの破壊現象のうち最も破局的であると考えられる，床止

め下流の河床低下が進行し，上下流水位差が大きくなる状況下で発生する下流側からの護床工の

急な破壊（護床ブロックの流出）を対象とした．本研究は，そのような破壊現象の破壊限界を評

価できる数値解析モデルの構築を目的とした． 

床止めや堰の護床ブロックの流出現象は，流体，土砂，さらに護床ブロックが動的に相互作用

する複雑な移動境界問題を有する現象である．数値解析モデルは，格子を必要とせず，移動境界

問題の取り扱いにより適した Lagrange 的な手法である粒子法 28),29),38),101)に着目して構築した．

流体の数値解析モデルは粒子法の一つである E-MPS 法 40)を用いた．粒子法の代表的なものとし

て MPS 法 28)がある．粒子法を用いて床止めの護床工の破壊限界を評価するためには，比較的計

算規模が大きくなる．そのため，アルゴリズムが単純であるため並列化プログラミングが比較的

容易である陽的アルゴリズムの E-MPS 法を採用した．剛体である護床ブロックは Koshizuka ら

の PMS（Passively Moving Solid）モデル 41)を用いることとし，本研究で対象とする護床ブロッ

クの流出現象を考えるために護床ブロックの底面摩擦力を考慮できるモデルに拡張した．固体で

ある土砂は Lagrange 的な手法である DEM19)を用いた．流体について E-MPS 法，土砂について

DEM を用いた流体と土砂の連成解析モデルについて，次の方法で構築した．床止め下流の洗掘現

象は，河床を構成する固体が流体と大きく混ざり合い，河床内で流体が激しく運動する現象では

ない．そのため，本モデルでは E-MPS 法による数値流体解析において，固体は河床から離脱する

まで壁として取り扱うこととした．ただし，E-MPS 法の壁粒子と DEM の壁としてみなす固体粒

子の接続部において圧力が不連続となる問題が生じる．その問題を解決すべく粒子数密度の算定

式について補正を行った．また，本モデルは固体粒子を壁としてみなすため，E-MPS 法による流

体の計算において河床内の流れ場を評価しないものとなる．これにより，河床表面付近の固体粒

子に対する流体の平均流速が過大に評価されてしまう問題が生じた．そのため，河床表面付近の

固体粒子に対する流体の平均流速の算定式について補正を行った． 

段落ち部の流況特性である波状跳水および潜り噴流を対象とした E-MPS 法を用いた数値流体

解析の適用性はこれまでに確認されていない．構築した流体・剛体連成解析モデルの護床ブロッ

クの流出現象に対する適用性，流体・土砂連成解析モデルの洗掘現象に対する適用性，流体・土

砂・剛体連成解析モデルの護床工下流の洗掘に伴う護床ブロックの流出現象の適用性を検証する

必要がある．本研究では，それらのモデルについて，それぞれの現象に対する適用性を確認する

ため，対応する水理模型実験を行った． 

水理模型実験では，まず，固定床条件において段落ち部における流況特性である波状跳水およ

び潜り噴流について，それぞれの水面形ならびに流速分布の計測を行うことで把握した．次に，

床止めの水叩き下流の河床低下量𝛥𝐻に応じた水叩き下流の洗掘孔規模を把握した．その結果，同

じ流量条件でみた場合，河床低下量𝛥𝐻が大きく（床止め下流の河床が低く）なるにつれて，洗掘

孔長𝐿および洗掘孔深𝑍 は大きくなる結果となった．次に，「床止めの構造設計手引き」2)において

一般的な構造形式とされているコンクリート構造の一体式構造を対象とし，護床工下流の洗掘に
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伴う護床工の破壊現象（護床ブロックの流出）を把握するため，水路上に床止めの本体工と水叩

き，護床工（護床ブロック）を設置し，護床工下流に移動床を設置した実験を行った．実験結果

より，護床工下流端の護床ブロック（下流端護床ブロック）が流出する主な要因として次のとお

り把握を行った．下流端護床ブロックの周囲で潜り噴流が生じるため大きな流体力を受け，かつ，

下流端護床ブロックの下流面が河床から全露出するに至る洗堀孔が形成される．また，護床ブロ

ックが下流に僅かに流出すると，護床ブロック上流面に作用する流体力が増加するため，一気に

流出しやすい状態になる．また，河床低下量𝛥𝐻が大きくなることにより護床工下流端の露出深𝑍

も大きくなり，護床ブロックが流出する条件となると考えられる．よって，山本ら 6)の報告と同

様，本実験からも，河床低下量𝛥𝐻は護床工の急激な破壊（護床ブロックの流出）に対する管理指

標の一つであるといえる． 

次に，E-MPS 法による段落ち部の流況特性である波状跳水・潜り噴流への適用性を確認した．

E-MPS 法を用いた固定床条件での鉛直二次元の流体解析を実施し，本研究で実施した実験結果と

比較し，E-MPS 法による再現性を検証した．その結果，E-MPS 法により，段落ち部の流況特性で

ある波状跳水および潜り噴流現象を再現することができた．ただし，本研究で用いたモデルは，

波状跳水および潜り噴流の再現計算において，特に底面付近の流況やローラーの形成領域の再現

性が低くなった．より正確な段落ち部の流況特性を再現していくためには，より正確な圧力場を

解く手法の導入や乱流モデルの導入が必要である．また，粒子径を小さくすることによる計算の

再現性の向上が確認された．粒子径を小さくすることにより計算負荷が増大するため，対象とす

る現象に応じて適切に設定する必要がある． 

次に，構築した流体・剛体連成解析モデルによる護床ブロックの流出現象への適用性を確認し

た．本モデルは，流体について E-MPS 法，剛体について PMS モデルに剛体の底面摩擦を考慮し

たモデルを用いた．本研究の実験で得られた洗堀孔形状を用いて，固定床条件での鉛直二次元の

流体・剛体連成解析を実施，その実験結果における護床ブロックの流出状況を比較し，本モデル

による再現性を検証した．その結果，本モデルにより，実験条件に応じた護床ブロックの流出の

有無を再現できた．また，護床ブロックが流出する条件において，下流端の護床ブロックが流出

し，下流端護床ブロックの流出をきっかけに，下流側から護床ブロックが次々と流出していく現

象を再現した．ただし，護床工の破壊は洗堀孔変化の影響を大きく受ける現象である．そのため，

護床工の破壊過程をより精度よく把握するためには洗堀孔の変化を考慮した流体・土砂・剛体連

成モデルの開発が必要である． 

次に，構築した流体・土砂連成解析モデルによる床止め下流の洗掘現象への適用性を確認した．

本モデルは，流体について E-MPS 法，土砂について DEM を用いた．本モデルを用いて鉛直二次

元の流体・土砂連成解析を実施し，本研究の実験で得られた洗堀孔形状を比較することで，その

再現性を検証した．その結果，解析結果は，実験における水面形ならびに洗堀形状を良好に再現

できていることを確認した．しかしながら，経時的な洗堀孔の再現性に課題があることも確認し

た．その要因として，本モデルは一度河床から離脱した固体粒子は再堆積を考慮していないため，

実験と比較して解析における洗掘孔は噴流により一気に洗掘孔の拡大が進行したことが挙げられ

る．ただし，Hoffmans12)より，水平流れの洗掘孔の規模は，水平流れの流速，洗掘孔下流の流速，

堆積土砂の粒径等により規定されるものである．よって，今後，複数の条件に対する再現性の検



 

 98

証は必要であるものの，本モデルにより，条件に応じた洗堀孔規模の評価は可能であると考えら

える． 

次に，構築した流体・土砂・剛体連成解析モデルにより，床止めの護床工下流の洗掘に伴う護

床工の破壊現象（護床ブロックの流出）への適用性を確認した．本モデルは，流体について E-MPS

法，土砂について DEM，剛体について PMS モデルに剛体の底面摩擦を考慮したモデルを用いた．

本モデルを用いて鉛直二次元の流体・土砂・剛体連成解析を実施し，本研究の実験で得られた護

床ブロックの流出状況と比較することで，その再現性を検証した．その結果，解析結果は実験結

果と同様，護床工の下流端護床ブロックは，護床工下流に洗掘孔が発達し，下流面が土砂から露

出している状態となった直後，噴流から作用される流体力により下流端護床ブロックが流出し，

洗掘孔が上流側に拡大していく現象を再現することができた．また，洗掘孔の上流側への遡上に

伴い，一気に護床ブロックが流出していく現象を概ね再現することができた． 

最後に，本研究で構築，検証したモデルを用いて，床止め下流の河床低下に起因する床止めの

破壊現象（護床ブロックの流出）について，破壊限界の評価手法を提案した．山本ら 6)の知見よ

り，単位幅流量𝑞と護床工下流の河床低下量∆𝐻を指標とし，本モデルを用いた数値解析により，

破壊限界を評価する方法である． 

本研究では，固定床条件における護床ブロックの流出を把握する流体・剛体連成解析モデルと，

移動床条件における護床ブロックの流出を把握する流体・土砂・剛体連成解析モデルを構築して

いる．本研究で実施した実験より確認したとおり，護床工下流の河床低下に起因する護床工の急

激な破壊は，護床工下流の局所洗掘の発生により護床工下流端の護床ブロック（下流端護床ブロ

ック）に大きな流体力が作用することにより，下流端護床ブロックの流出がトリガーとなる．そ

して，下流端護床ブロックの流出により洗掘孔が上流側へ遡上することにより，その 1 つ上流側

の護床ブロックに作用する流体力が大きくなり，次々と護床ブロックが流出している．よって，

護床ブロックの流出を評価するためには移動床条件で洗掘孔の変化を評価可能なモデルである必

要がある．一方で，下流端護床ブロックの流出が急激な破壊のトリガーとなることから，下流端

護床ブロックの流出の有無を評価することで，護床工の安定性評価をある程度は評価可能である．

移動床条件に対応した流体・土砂・剛体連成解析モデルは洗掘孔の変化を評価可能であるが，固

体（土砂）粒子を配置するため計算負荷が大きくなる．また，本モデルは固体粒子と流体粒子の

計算粒子径を同じにする必要がある．そのため河床材料条件に応じて固体粒子の計算粒子径を小

さくする場合，流体粒子の計算粒子径を小さくする必要がある．つまり，計算粒子数が膨大に増

加するため計算負荷が固定床条件のモデルと比較して計算負荷が大きくなる．よって，既往の知

見または移動床水理模型実験により洗掘孔形状を予測可能な場合，それと合わせて固定床条件の

流体・剛体連成解析モデルを用いて下流端護床ブロックの流出の有無，つまり護床工の破壊限界

の評価をする方が都合がよい場合も考えられる．よって，本研究では床止めの破壊限界評価手法

として，固定床条件の流体・剛体連成解析モデルを用いて評価する方法と，移動床条件の流体・

土砂・剛体連成解析モデルを用いて評価する方法の 2 つを提案した． 

固定床条件の流体・剛体連成モデルを用いた評価手法では，実験等により洗堀形状を設定し，

単位幅流量𝑞と河床低下量∆𝐻を組み合わせた解析ケースを実施することにより，護床工の破壊限

界について一定の評価が可能であることを示した．移動床条件の流体・土砂・剛体連成モデルを

用いた評価手法では，単位幅流量𝑞と河床低下量∆𝐻に応じた護床工下流の洗掘に伴う護床工の破
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壊限界について評価が可能であることを示した．本研究で提案した床止めの破壊限界の評価手法

を用いて破壊の閾値となる単位幅流量𝑞と河床低下量∆𝐻を予め把握し，それを床止めの維持管理

指標とすることで予防保全的な維持管理に繋がるものと考えられる．ただし，今後，様々な床止

めの護床工破壊限界評価に適用していくためには，三次元モデルへの拡張や計算の高速化が望ま

れる． 

 

 

9.2 今後の検討課題 

最初に，E-MPS 法を用いた流況計算に関する今後の検討課題について述べる．本研究は，段落

ち部における流況特性のみに着目し再現性の検証を行った（「第 4 章 波状跳水・潜り噴流シミュ

レーションの検証」）．再現計算において，下流側水深ℎ は，解析モデル下流端に堰を設けて，実験

と同様な水面形となるように調整した．本モデルは壁粒子で壁を構成し，non-slip 条件の壁境界を

採用している．本研究では，段落ち部の急変流の場のみを対象としており，顕著な段差がなく，

底面勾配がある程度緩やかな条件下における流況に対する E-MPS 法を用いた流体解析の再現性

検証は行っていない．このような条件下の場合，特に，水面形は底面粗度の影響を大きく受ける．

そのため，このような条件である水路または実河川の河道を対象とした流況解析を行う場合，河

床を構成する土砂の条件や構造物の有無などにより，その底面粗度を考慮できるモデルに拡張す

る必要がある． 

また，本研究における波状跳水および潜り噴流を対象とした流況の再現計算は，実験や鈴木ら

の知見 14)と比較して次のとおり底面付近の再現性に課題があった．波状跳水では，ローラーの形

成領域𝐿 が狭く，全体的に底面を沿う上流方向の流速値が小さい結果となった．また，潜り噴流

では，𝑋  20cm 地点の主流水脈の底面への再接触点において底面付近の流速値が小さく，再接

触点下流において水面方向への拡散が大きい結果となった．これらの理由として，本研究では圧

力勾配モデルとして式(3.33)の𝑃 𝑃型の圧力勾配モデルを用いていることが挙げられる．𝑃 𝑃

型は𝑃 𝑃型に人工斥力が加えられた𝑃 𝑃 2𝑃の形となっている．そのため，特に圧力が大き

くなる底面付近では人工斥力が支配的となり，適切な圧力勾配が機能しなくなる傾向にあるため，

底面付近で流体粒子が動きにくくなったと考えられる．より正確な圧力場を解く手法が Ikari ら 94)

により提案されている．本研究で用いた E-MPS 法に対しても，今後，より正確な圧力場を解く手

法を導入していく必要がある． 

加えて，本研究で用いたモデルでは，乱流モデルを導入していないことが課題として挙げられ

る．粒子法を対象とした乱流モデルの適用の試みは後藤らなど 114)-118)により行われている．また，

Arai ら 119)は平行平板間に立方体を配置した場を対象に LES モデルを導入した MPS 法により立

方体上面の剥離や立方体下流の渦の再付着といった現象を再現している．本研究における再現計

算は実験および鈴木らの知見と比較して，波状跳水ではローラー形成領域が狭く，潜り噴流では

図 4.2(d)の𝑋  50cm 地点の鉛直流速分布を確認するとローラー領域の再現性が低くなっている．

そのような現象をより正確に捉えていくためには乱流モデルの導入が必要となると考えられる． 

次に，流体・土砂・剛体連成解析モデルによる洗堀孔の評価および護床工の破壊（護床ブロッ

クの流出）の破壊限界評価に関する今後の検討課題を述べる．まず，洗堀孔の評価についての課
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題を述べる．解析において定常状態となった洗堀孔形状は，実験における定常状態の洗掘孔形状

を概ね再現できた．実験における局所洗掘は，洗掘孔下流に流送されてきた土砂が堆積しながら

も徐々に河床低下が進行し，それに伴い床止め下流の流況が潜り噴流と潜り噴流から波状跳水へ

の移行流域に変化を繰り返しながら徐々に洗掘孔の拡大が進行した．一方で，本モデルは一度河

床から離脱した固体粒子は壁面として取り扱わないため，河床の再堆積を考慮していない．その

ため，解析における局所洗掘は噴流により一気に洗掘孔の拡大が進行した．その後，流況は潜り

噴流，潜り噴流から波状跳水への移行領域へと変化し，実験と比較して短い時間で河床形状が定

常状態まで到達した．本モデルにより流量，下流河床低下量に応じた洗堀孔規模の評価は可能と

考えられるが，護床ブロックは，必ずしも洗堀が条件に応じた最大形状時に流出するものではな

く，洗堀孔の発達過程で発生しうるものである．護床工の破壊（護床ブロックの流出）の破壊限

界の評価についても，共通して上記の課題があるといえる．また，床止め下流の洗掘孔は上流か

らの土砂供給に大きく影響を受ける現象であると考えられるため，今後，そのような課題を解決

するため，土砂の再堆積が考慮できるモデルの開発が望ましい．そのためには，後藤ら 85)のよう

に流体と固体（土砂）を異なる層で解く方法が考えられる．ただし，床止め下流の洗掘現象は比

較的，流速が速く，動きが激しい現象である．そのため，そのような手法を取り入れる際には圧

力の不連続性による計算の発散に対処したモデルを検討する必要があり，今後の研究課題である． 

護床ブロックの流出を対象とした剛体（護床ブロック）の計算において次の課題があると考え

られる．実河川で用いられる護床ブロックは様々な種類があり，三次元的な形状を有するものも

少なくない．また，護床ブロックの一つに不陸が生じた場合，実際には，流れはその護床ブロッ

クを横断方向へ避けた流れとなる．鉛直二次元解析の場合，護床ブロックの一つに不陸が生じた

場合，その護床ブロックは横断的な壁となり，適切な流況を捉えることができない．よって，本

モデルの三次元モデルへの拡張が必要となる．また，実河川の護床ブロックは連結されているも

のも多い．現状の PMS モデルの場合，連結を取り扱うことができない．そのため，そのような連

結を考慮できるモデルの採用または拡張が必要である． 

また，床止めの破壊現象として「護床ブロックの隙間からの砂の吸出し」による護床ブロック

の沈下なども考えられる．しかしながら，現在の E-MPS 法は負圧の取り扱いができないこと，鉛

直二次元モデルであるため縦横断方向の護床ブロックの配置を再現することができないことが課

題として挙げられる．この課題を解決するためには，負圧を取り扱えるモデルの採用または拡張

が必要であり，また，三次元モデルへの拡張が必要となる． 

最後に，本研究で構築した流体・土砂・剛体連成解析モデルは，離散化モデル等の適用性から，

流体粒子と固体（土砂）粒子の計算粒子径を同一とする必要がある．そのため，細かい河床材料

を取り扱う場合，固体粒子を小さくする必要があり，それにより流体粒子も小さくする必要があ

り，計算粒子数が膨大となるため計算負荷が大きくなる．また，三次元モデルへ拡張した場合，

計算粒子数が増大し，計算負荷が大きくなる．そのため，解析モデルの高速化も必要となる．解

析モデルの高速化の方法として，例えば，福田ら 121)が提案している DBA（Dynamic Block 

Assignment）並列計算法などが挙げられる． 
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